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元第１６号 

令和元年（2019 年)8 月 26 日 

 

 茅野市長 今井 敦 様 

 

茅野市監査委員 樋 口 繁 次 

                      同    両 角 博 一 

                      同    長 田 近 夫 

 

 

   平成３０年度茅野市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

   並びに基金の運用状況審査意見について（報告） 

 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、平成３０

年度茅野市一般会計、特別会計歳入歳出決算及び付属書類並びに基金の運用状

況を審査したので、意見を付して報告いたします。 
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平成３０年度 茅野市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに 

基金の運用状況審査意見書 

 
第１ 審  査  対  象 

（１）一般会計及び特別会計 
 平成３０年度茅野市一般会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 
  
（２）財産区特別会計 
 平成３０年度茅野市北山湯川財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市北山柏原財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市米沢北大塩財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市泉野槻木財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市豊平上古田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市宮川丸山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市豊平下古田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市外山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市内山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市鹿山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市七ヶ耕地財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市豊平南大塩財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市豊平塩之目財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市豊平上場沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川山田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川穴山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川中沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市泉野中道財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市泉野小屋場財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市米沢塩沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川泉野財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市湖東笹原財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市湖東白井出財産区特別会計歳入歳出決算 
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 平成３０年度茅野市湖東堀財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川粟沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市泉野大日影財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市湖東須栗平財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市豊平御作田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市金沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市米沢埴原田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川菊沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川北久保財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市北山芹ヶ沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市北山糸萱財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市湖東新井財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市湖東山口財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市湖東中村財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市湖東上菅沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市豊平下菅沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市豊平福沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川子之神財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市玉川神之原財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市米沢鋳物師屋財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市湖東金山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成３０年度茅野市金沢財産区鳴沢自然郷管理特別会計歳入歳出決算 
第２ 審  査  期  間 

 令和元年７月１６日から令和元年８月７日まで 
第３ 審 査 の 方 法 

 この決算審査にあたっては、市長から提出された決算書類が法令に規定された様式に

より作成されているか、係数に誤りはないか、予算の執行は的確に行われているか、収

入支出は関係法令に適合しているか等の諸事情について検討を行い、会計管理者並びに

関係部課長等から説明を聴取し、定期監査及び出納検査の結果を参考にして審査を実施

しました。 
 基金の運用状況については、基金出納簿、証書類と照合し、目的に従って確実かつ効

率的に運用されているか等を主眼として実施しました。 
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第４ 審 査 の 結 果 

 審査に付された各会計歳入歳出決算書、各会計歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関す

る調書、財産に関する調書及び基金運用状況調は、いずれも法令に規定された様式により作成

されており、記載数値は収入内訳簿、支出内訳簿、証書類、財産台帳等と符合し、正確である

と認められました。 
 また、各会計の決算内容及び予算執行状況については、適正であると認められました。 
 
１ 総  括 

（１）決算の概要 
  平成３０年度の一般会計と特別会計（国民健康保険診療所特別会計、水道事業会計、下水

道事業会計及び財産区特別会計を除く）の予算総額は、３２，８８４，７０３千円（前年度

対比６．６％の増）でこれに対する決算額は、 
  歳入 ３１，５２６，２１２千円（前年度対比２．９％増） 
  歳出 ３０，４３９，６６４千円（前年度対比３．６％増） 
 で、歳入歳出差引残額は１，０８６，５４８千円となっています。 
  なお、最近の３年における総計決算の状況は次表のとおりです。 
 
 
                                 （単位 千円） 

区 分 予算現額 収入済額（Ａ） 支出済額（Ｂ） 形式収支(A)-(B) 

３０

年度 

一般 26,380,554 25,141,145 24,290,641 850,504
特別 6,504,149 6,385,067 6,149,023 236,044
計 32,884,703 31,526,212 30,439,664 1,086,548

２９

年度 

一般 23,246,235 23,334,612 22,336,327 998,285
特別 7,473,135 7,285,005 7,018,601 266,404
計 30,719,370 30,619,617 29,354,928 1,264,689

２８

年度 

一般 24,296,861 23,786,360 22,729,350 1,057,010
特別 7,430,327 7,492,568 7,232,624 259,944
計 31,727,188 31,278,928 29,961,974 1,316,954

  上記の決算額と各会計の繰入、繰出しによる重複額を控除した純計決算額の推移を示すと

次表のとおりです。 
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（単位 千円：％） 

区 分 
決    算    額 指  数 前年度

増減率３０年度 ２９年度 ２８年度 ３０年度 ２９年度

総 
計 

歳入 31,526,212 30,619,617 31,278,928 100.8 97.9 3.0
歳出 30,439,664 29,354,928 29,961,974 101.6 98.0 3.7

純 
計 

歳入 30,952,318 30,073,001 30,741,047 100.7 97.8 2.9
歳出 29,865,770 28,808,312 29,424,093 101.5 97.9 3.7

（注）指数は２８年度を１００とします。 
 
 平成３０年度は、総計では前年度に比較して、歳入が９０６，５９５千円（２．９％）の

増、歳出が１，０８４，７３６千円（３．６％）の増、純計では、歳入が８７９，３１７千

円（２．８％）の増、歳出が１，０５７，４５８千円（３．５％）の増となっています。 
（２）決算収支状況 
  決算収支状況の推移を示すと、次表のとおりです。 
 
                               （単位 千円：％） 

区   分 ３０年度 ２９年度 ２８年度 前年度増減率

形 式 収 支 
(歳入歳出差引額)

一般会計

特別会計

850,504 
236,044 

998,285 
266,404 

1,057,010 
259,944 

△14.8
△11.4

計 1,086,548 1,264,689 1,316,954 △14.1
翌 年 度 へ

繰り越すべき

財    源 

一般会計

特別会計

78,506 
0 

37,486 
0 

16,955 
0 

109.4
0

計 78,506 37,486 16,955 109.4

実 質 収 支 額

一般会計

特別会計

771,998 
236,044 

960,799 
266,404 

1,040,055 
259,944 

△19.7
△11.4

計 1,008,042 1,227,203 1,299,999 △17.9

単年度収支額

一般会計

特別会計

△188,801 
△30,360 

△79,256 
6,460 

104,934 
△82,217 

―

―

計 △219,161 △72,796 22,717 ―

 
  当年度の決算収支で見ると、単に歳入歳出を差し引きした形式収支は、１，０８６，５４

８千円の黒字で、これから翌年度へ繰越すべき財源７８，５０６千円を差し引いた実質収支

額も１，００８，０４２千円の黒字となっています。これを前年度と比較すると２１９，１

６１千円の減となっており、一般会計が１８８，８０１千円の減少、特別会計が３０，３６

０千円の減少で、特別会計は国民健康保険、後期高齢者医療となっています。 
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（３）財政状況 
  地方財政状況調査による普通会計決算（一般会計のみ）を財政指標で分析すると次のとお

りです。 
 
 ア 財政力指数 
  平成３０年度は、０．６３５で、前年度より０．０１ポイント低下しています。 
  財政力指数の推移は次表のとおりです。 
 
 

 
 
（参考） 
１ 市の財政力を把握する方法として一般に用いられるもので、この数値が１に近いほど財政

力が強く、１を超えるほど財源に余裕があるとされています。 
２ 類以都市の平成２９年度平均数値は０．７４です。 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.642 

0.626 

0.629 

0.634 
0.637 

0.642 
0.647 

0.635 

0.615

0.620

0.625

0.630

0.635

0.640

0.645

0.650

23 24 25 26 27 28 29 30(年度）

財政力指数

平成
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 イ 経常収支比率 
   平成３０年度は９２．４％で、前年度より０．６ポイント減少しています。経常収支比

率の推移は次表のとおりです。 
 
 

 
 
（参考） 
１ 経常収支比率は、財政構造の良否を判断する指標に用いられるもので、この比率が低いほ

ど財政構造の弾力性があるとされています。 
２ 類以都市の平成２９年度平均経常収支比率は９１．６％です。 

89.4 

93.0 
93.8 

95.8 

91.3 

93.6 

93.0 

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

23 24 25 26 27 28 29 30（年度）

経常収支比率（％）

平成
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２ 一 般 会 計 

 
（１）概   要 
   一般会計の予算額は２６，３８０，５５４千円で、前年と比較して３,１３４,３

１９千円（１１．９％）の増加となっています。 
これに対する決算額は 

    歳入 ２５，１４１，１４５千円（前年度対比７．２%増） 
    歳出 ２４，２９０，６４１千円（前年度対比８．０%増） 
  で、歳入歳出差引残額８５０，５０４千円を翌年度へ繰越していますが、翌年度へ

の繰越し事業の財源が含まれているので、実質収支額は７７１，９９８千円となっ

ています。また、単年度収支額は１８８，８０１千円の減少となっています。 
 

決 算 収 支 
（単位 千円） 

年 度

区 分 
３０年度 ２９年度 ２８年度 

予 算 現 額 26,380,554 23,246,235 24,296,861
歳 入 決 算 額 25,141,145 23,334,612 23,786,360
歳 出 決 算 額 24,290,641 22,336,327 22,729,350
歳 入 歳 出 差 引 額 850,504 998,285 1,057,010
翌年度へ繰越すべき財源 78,506 37,486 16,955
実 質 収 支 額 771,998 960,799 1,040,055
前 年 度 実 質 収 支 額 960,799 1,040,055 935,121
単 年 度 収 支 額 △188,801 △79,256 104,934

 
（２）歳 入 
  ア 概  要 
    歳入の決算状況は次表のとおりです。 

（単位 千円：％） 
年度 

 

区分 予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予算対決算の

比較 

収 入 率 

予 算

対比 

調 定

対比 

３０ 26,380,554 25,598,435 25,141,145 49,142 408,148 △1,239,409 95.3 98.2

２９ 23,246,235 23,872,716 23,334,612 75,169 462,935 88,377 100.4 97.7

比較増減 3,134,319 1,725,719 1,806,533 △26,027 △54,787 △1,327,786 △5.1 0.5

増 減 率 13.5 7.2 7.7 △34.6 △11.8 △1,502.4
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収入済額２５，１４１，１４５千円は、前年度に比較して１，８０６，５３３千円（７．

７％）増加しています。 
  予算現額に対する収入率は９５．３％（前年度５．１％）、調定額に対する収入率は９

８．２％（前年度９７．９％）となっています。また、不納欠損額は前年度に比較して

２６，０２７千円（３４．６％）減少し、収入未済額は５４，７８７千円（１１．８％）

の減少となっています。 
 
   イ 財源別の状況 
 
     自主財源と依存財源の分別ごとの決算額及び構成比は次表のとおりです。 
 

（単位 千円：％） 

区    分 
決  算  額 構 成 比 

３０年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度 
 
自

主

財

源 

市      税 8,577,420 8,496,329 34.1 36.4
分担金及び負担金 419,189 416,898 1.7 1.8
使用料及び手数料 280,460 274,163 1.1 1.2
財 産 収 入 275,893 196,531 1.1 0.8
そ の 他 2,902,036 2,989,292 11.6 12.8

計 12,454,998 12,373,213 49.6 53.0
依

存

財

源 

地 方 交 付 税 5,626,668 4,342,329 22.4 18.6
国 ・ 県 支 出 金 2,901,797 3,151,148 11.5 13.5
市 債 2,438,500 1,777,300 9.7 7.6
そ の 他 1,719,182 1,690,622 6.8 7.3

計 12,686,147 10,961,399 50.4 47.0
合     計 25,141,145 23,334,612 100.0 100.0

（参考）その他の収入の内訳 
     自主財源：寄附金、繰入金、繰越金、諸収入 
     依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交

付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税

交付金、地方特例交付金、交通安全特別交付金 
 
     自主財源と依存財源の構成割合は４９．６％と５０．４％となっており、前

年度に比較すると自主財源が３．４ポイント減少し、依存財源が３．４ポイン

ト増加しています。これは主に自主財源の市税が２．３ポイント減少し依存財

源の交付税が３．８ポイント増加したことによるものです。 
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   ウ 款別決算額 
 
     各款別の決算概要については次のとおりです。 
 
 
    第１款   市  税 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 8,300,000 8,988,185 8,577,419 48,882 361,883 103.3 95.4

２９ 8,253,000 8,983,466 8,496,329 71,024 416,112 102.9 94.6

比較増減 47,000 4,719 81,090 △22,142 △54,229 0.4 0.8

増 減 率 0.6 0.1 0.9 △31.2 △13.0

 
 歳入のうち３４．１％を占める市税の収入済額は８，５７７，４１９千円で前年度より

８１，０９０千円（０．９％）の増加となっています。不納欠損処分を行ったものは１２

６人､８２９件の４８，８８２千円で、前年度より２２，１４２千円（３１．２％）の減少

となっています。不納欠損処分については適法に処理されているものと認められたが、今

後とも厳正を期すよう要望するものです。 
市税全体の収納率は９５．４％（現年度課税分９９．０％、滞納繰越分２１．３％）とな

っており、前年度より０．８ポイント増加しており、徴収担当の連携強化の成果が認められ

ましたが、引続き、税の公平性の確保のため、収納の向上に努めていただき、滞納繰越分が

未収金とならないように、現年度課税分の徴収に力を注ぐとともに、納期限内納税の定着化

を図るため口座振替制度の促進、コンビニ収納や県外の金融機関での収納促進など、きめ細

やかな対応と調査を行い、厳格な徴収を行うための差押えの実施とインターネットオークシ

ョンの活用、長野県地方税滞納整理機構への徴収委託などにより、収納率の向上と併せて適

切な不納欠損処分等を行い、収入未済額が増えないよう努めていただきたい。 
 
 また、収入未済額３６１，８８３千円は、個人市民税の現年度課税分と滞納繰越分を

合わせて、４５，４２４千円（前年度対比８４．１％）、法人市民税は、１５,５７０千

円、（前年度対比９３．６％）、固定資産税は、２６３,８２８千円（前年度対比８６．

９％）、軽自動車税３，７０５千円（前年度対比１０５．４％）、都市計画税３３，３５

６千円（前年度対比８６．５％）となっています。 
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市 税 の 状 況 
区分 

 

年度 市税納入額 
前年度

対 比

市民１人 

当  り 

前年度

対 比

１世帯 

当 り 

前年度

対 比

参      考 

人 口 

前年度

対 比
世帯数 

前年度

対 比

 

３０ 

千円

8,577,419

％

100.9

円

154.595

％

101.2 

円

369,175 

％

99.8 

人 

55,483 

％

99.7

世帯

23,234

％

101.2

２９ 8,496,329 101.8 152,685 101.9 370,017 100.5 55,646 99.8 22,962 101.3

２８ 8,348,319 98.6 149,781 98.5 368,205 97.1 55,737 100.1 22,673 101.5

２７ 8,467,824 101.3 152,118 100.8 379,230 101.3 55,666 100.5 22,329 100.0

２６ 8,355,475 100.2 150,834 100.4 374,282 99.3 55,395 99.8 22,324 100.9

（注）人口、世帯数は、国勢調査ベースによる推計人口５５，４８３人、世帯数２３，２３４

世帯（各年度３月３１日現在）です。 
 上記の表は、市民１人当り及び１世帯当りの市税状況の推移です。 
 
    第２款   地方譲与税 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 355,000 358,201 358,201 0 0 100.9 100.0
２９ 347,000 355,260 355,260 0 0 102.4 100.0

比較増減 8,000 2,941 2,941 0 0 △1.5 0
増 減 率 2.3 0.8 0.8 0 0 

 
項 別 収 入 状 況 

（単位 千円：％） 
区 分

科 目 
収 入 済 額 

比較増減 増 減 率 
３０年度 ２９年度 

地方揮発油譲与税 103,426 102,940 486 0.5

自動車重量譲与税 254,775 252,320 2,455 0.9
計 358,201 355,260 2,941 0.8

 自動車重量税の３分の１、地方揮発油譲与税及び旧地方道路贈与税の１００分の４２

に相当する額を市道の延長及び面積により按分され目的財源として譲与されるもので、

決算額は３５８，２０１千円で前年度より２，９４１千円（０．８％）の増加となって

います。 
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    第３款   利子割交付金 
（単位 千円：％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 14,000 14,546 14,546 0 0 103.9 100.0
２９ 8,000 12,513 12,513 0 0 156.4 100.0

比較増減 6,000 2,033 2,033 0 0 △52.5 0

増 減 率 75.0 16.2 16.2 0 0 

 
 県民税として徴収された利子割額の９９％の５分の３に相当する額を市に係る個人

県民税により按分交付されるもので、決算額は１４，５４６千円で、前年度より２，０

３３千円（１６．２％）の増加となっています。 
 
    第４款   配当割交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定

対比

３０ 28,000 24,739 24,739 0 0 88.3 100.0

２９ 28,000 29,881 29,881 0 0 106.7 100.0

比較増減 0 △5,142 △5,142 0 0 △18.4 0

増 減 率 0 △17.2 △17.2 0 0 

 
 県民税として徴収された配当割額の９９％の５分の３に相当する額を市に係る個人

県民税により按分交付されるもので、決算額は２４，７３９千円で、前年度より５，１

４２千円（１７．２％）の減少となっています。 
 
    第５款   株式等譲渡所得割交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定

対比

３０ 32,000 20,793 20,793 0 0 65.0 100.0
２９ 23,000 32,451 32,451 0 0 141.1 100.0

比較増減 9,000 △11,658 △11,658 0 0 △76.1 0
増 減 率 39.1 △35.9 △35.9 0 0
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県民税として徴収された株式等譲渡所得割額の９９％の５分の３に相当する額を市

に係る個人県民税により按分交付されるもので、決算額は２０，７９３千円で、前年度

より１１，６５８千円（３５．９％）の減少となっています。 
 
 
 
    第６款   地方消費税交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 1,190,000 1,111,343 1,111,343 0 0 93.4 100.0
２９ 1,010,000 1,065,366 1,065,366 0 0 100.5 100.0

比較増減 180,000 45,977 45,977 0 0 △7.1 0
増 減 率 17.8 4.3 4.3 0 0 

 
 地方消費税額の２分の１相当額を一般財源分は人口と従業員数で按分交付、社会保障

財源分は人口で按分交付されるもので、決算額は１，１１１，３４３千円で、前年度よ

り４５,９７７千円（４．３％）の増加となっています。 
 
 
 
 
    第７款   ゴルフ場利用税交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 55,000 55,459 55,459 0 0 100.8 100.0
２９ 58,000 60,031 60,031 0 0 103.5 100.0

比較増減 △3,000 △4,572 △4,572 0 0 △2.7 0
増 減 率 △5.2 △7.6 △7.6 0 0 

  
県税として徴収されたゴルフ場利用税の１０分の７相当額が交付されるもので、決算

額は５５，４５９千円で前年度より４，５７２千円（７．６％）の減少となっています。 
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    第８款   自動車取得税交付金 
（単位 千円：％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定

対比

３０ 87,000 85,446 85,446 0 0 98.2 100.0

２９ 67,000 91,700 91,700 0 0 136.9 100.0

比較増減 20,000 △6,254 △6,254 0 0 △38.7 0

増 減 率 29.8 △6.8 △6.8 0 0 

 
 県税として徴収された自動車取得税の９５％に対する１０分の７相当額を市道の延

長及び面積によって按分され、市町村の道路目的財源として交付されるもので、決算額

は８５，４４６千円で、前年度より６，２５４千円（６．８％）の減少となっています。 
 
 
    第９款   地方特例交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 42,000 39,835 39,835 0 0 94.8 100.0
２９ 35,000 35,620 35,620 0 0 101.8 100.0

比較増減 7,000 4,215 4,215 0 0 △7.0 0
増 減 率 20.0 11.8 11.8 0 0 

 
 減収補てん特例交付金であり、決算額は３９，８３５千円で、前年度より４，２１５

千円（１１．８％）の増加となっています。 
 
    第１０款  地方交付税 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 5,511,329 5,626,668 5,626,668 0 0 102.1 100.0
２９ 4,100,000 4,342,329 4,342,329 0 0 105.9 100.0

比較増減 1,411,329 1,284,339 1,284,339 0 0 △3.8 0

増 減 率 34.4 29.6 29.6 0 0 
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決算額は５，６２６，６６８千円で、前年度より１，２８４,３３９千円（２９．６％）

の増加となっています。普通交付税は５，１５２，０４６千円で、前年度より１，２４

５,２２１千円（２４．２％）増加し、特別交付税は４７４，６２２千円で、前年度より

３９，１１８千円（８．２％）の増加となっています。 
 
 
    第１１款  交通安全対策特別交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 10,000 8,820 8,820 0 0 88.2 100.0
２９ 10,669 9,773 9,773 0 0 91.6 100.0

比較増減 △669 △953 △953 0 0 △3.4 0
増 減 率 △6.3 △9.7 △9.7 0 0 

 
 国に納付された交通反則金を原資として、市町村の交通安全対策費に充てるため、交

通事故件数と人口集中地区割合によって配分交付されるもので、決算額は８，８２０千

円で、前年度より９５３千円（９．７％）の減少となっています。 
 
    第１２款  分担金及び負担金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 462,582 429,700 419,189 96 10,415 90.6 97.5
２９ 427,712 433,159 416,898 4,000 12,261 97.5 96.2

比較増減 34,870 △3,459 2,291 △3,904 △1,846 △6.9 1.3

増 減 率 8.1 △0.8 0.5 △97.6 △15.1 

 
分担金及び負担金は、特定の事業に要する経費に充てるため、当該事業によって利益 
を受ける者から、その受益の限度に応じて徴収するもので、決算額は４１９，１８９

千円で前年度より２，２９１千円（０．５％）増加となっています。 
収入未済額１０，４１５千円は、老人ホーム入所者負担金５８千円（前年度対比 
７．４％）、保育所費負担金１０，３５７千円（前年度対比９０．２％）、となってい

ます。引き続き収入未済額解消に努められるよう要望します。 
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    第１３款  使用料及び手数料 
（単位 千円：％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 281,433 289,536 280,460 164 8,912 99.6 96.9

２９ 274,323 283,412 274,164 144 9,105 99.9 96.7

比較増減 7,110 6,124 6,296 20 △193 △0.3 0.2

増 減 率 2.6 2.2 2.3 13.9 △2.1 

 
 決算額は２８０，４６０千円で、このうち使用料は２１８，１１２千円（０．１％）

の増加で、これは主に市民活動センター使用料が増えたことによるもので、順調な稼働

率に繋がっているものと思われます。 
使用料について主なものに、総務使用料の庁舎使用料、地区コミュニティセンター使

用料、民生使用料の保育所使用料、衛生使用料の墓地使用料、サンコーポラス旭ヶ丘住

宅使用料、市営住宅使用料、道路用悪水路占用使用料などの土木使用料、教育使用料の

社会教育施設等使用料です。 
手数料についての主なものに、総務手数料では、証明手数料、戸籍、住民票手数料、

民生手数料では、地域支援事業利用料、衛生手数料の狂犬病予防注射手数料、教育手数

料の学童クラブ利用料です。特に、未収金の多いサンコーポラス旭ヶ丘住宅使用料、市

営住宅使用料や道路用悪水路占用使用料については、その解消に引き続き、努められる

よう要望します。 
 
    第１４款  国庫支出金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 2,138,358 1,812,435 1,812,435 0 0 84.8 100.0

２９ 2,248,240 2,104,766 2,104,766 0 0 93.6 100.0

比較増減 △109,882 △292,331 △292,331 0 0 △8.8 0
増減率 △4.9 △13.9 △13.9 0 0 

 
決算額は１，８１２，４３５千円で、前年度より２９２，３３１千円（１３．９％）

の減少となっています。これは主に土木費、農林水産業費の国庫補助金の減少によるも

のです。 
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国庫支出金の内訳は次表のとおりです。 
 

（単位 千円：％） 
区分

科目 
収入済額 構成比 備       考 

国庫負担金 

民 生 費

国庫負担金
1,487,727 82.1 

障害者福祉費･特別障害者手当等給付費、子

どものための教育･保育給付費・生活保護

費・国保基盤安定･児童扶養手当給付費・母

子生活支援施設入所費・児童手当・生活困窮

者自立支援費 

土 木 費

国庫負担金
6,750 0.3

地籍調査事業費 

衛 生 費 600 0.1 未熟児養育医療費等 

計 1,495,077 82.5
 

国庫補助金 

土 木 費

国庫補助金
128,940 7.1

住宅・建築物安全ストック形成事業、社会資

本整備総合交付金、防災・安全交付金 
集約都市形成支援事業費 

商 工 費

国庫補助金
74,095 4.1 

地方創生推進交付金、地方創生拠点整備交

付金 

農   林

水 産 業 費

国庫補助金

14,730 0.8 
農地集積・集約化対策事業、新規就農・経営

継承総合支援事業、産地パワーアップ事業

教 育 費

国庫補助金
10,898 0.6 

就園奨励費、特別教育就学奨励費、理科教育

設備整備費等、文化財調査、就学援助費、史

跡等購入費、教育支援体制整備事業費 

総 務 費

国庫補助金
10,235 0.6 

番号制度導入システム整備事業・地方創生

推進交付金 

衛 生 費

国庫補助金
6,695 0.3

循環型社会形成推進交付金 
母子保健衛生費 

計 301,766 16.6
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国庫委託金 

民 生 費

国庫委託金
11,728 0.6 

国民年金事務費委託金・特別児童扶養手当

事務・年金生活者支援給付金事務 
土 木 費

国庫委託金
3,470 0.2 国道２０号坂室バイパス事業用地事務 

総 務 費

国庫委託金
394 0.1 

中長期在留者住居地届出等事務費 

計 15,592 0.9  

合     計 1,812,435 100.0  

     
第１５款  県支出金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 1,145,456 1,089,362 1,089,362 0 0 95.1 100.0
２９ 1,101,062 1,046,382 1,046,382 0 0 95.0 100.0

比較増減 44,394 42,980 42,980 0 0 0.1 0

増 減 率 4.0 4.1 4.1 0 0 
 
 決算額は１，０８９，３６２千円で、前年度より４２，９８０千円（４．１％）の増

加となっています。この主なものは、民生費県負担金、総務費県委託金の増加によるも

のです。 
 県支出金の内訳は次表のとおりです。 

（単位 千円：％） 
区分

科目 
収入済額

構成

比 
備       考 

県負担金 

民 生 費 
県負担金 

619,019 38.5 
子どものための教育･保育給付費･国保基盤安

定･母子生活支援施設入所費･障害者福祉費･後

期高齢者医療基盤安定･児童手当 
土 木 費 
県負担金 

3,375 0.2 
国土調査事業 

衛 生 費

県負担金 
338 0.1 未熟児養育医療費等 

計 622,732 38.8  

県補助金 
総 務 費 
県補助金 

10,040 0.9
電源立地地域対策交付金、消費者行政活性化事

業､消費者行政活性化事業、地域発元気づくり

支援金 
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民 生 費 
県補助金 

167,074 15.3 

障害者福祉費･老人福祉費･福祉医療費･子ど

も･子育て支援･母子家庭等日常生活支援事業･

地域福祉総合助成金･子どものための教育･保

育給付費､長野県多子世帯保育料軽減事業･子

育て支援総合助成金･子どものための教育・保

育給付費地方単独費用 
衛 生 費 
県補助金 

8,822 0.8 
合併処理浄化槽整備事業･地域自殺対策強化事

業･健康増進事業･利用者支援事業母子型 

農  林 
水産業費 
県補助金 

92,324 8.5

農業委員会･農業振興費･森林づくり推進支援

金･有害鳥獣対策事業・多面的機能支払交付金･

農村地域防災減災事業･園芸振興費･観光地等

魅力向上森林景観整備事業･信州産ﾍﾟﾚｯﾄ消費

拡大事業 
商 工 費 
県補助金 

23,480 2.1
自然環境整備支援事業･山岳環境整備パイロッ

ト事業 
土 木 費 
県補助金 

2,006 0.2 住宅・建築物耐震改修促進事業 

教 育 費 
県補助金 

429 0.1 人権教育促進事業･学校林等利活用促進事業 

計 304,175 27.9  

県委託金 

総 務 費 
県委託金 

153,392 13.3 
県税徴収事務交付金･人口動態調査事務･自衛

官募集事務･基幹統計交付金･特例処理事務交

付金･選挙委託金 
民 生 費 
県委託金 

8,267 0.7 民生児童委員交付金･児童福祉施設入所者事務

教育費 
県委託金 

796 0.1 
文化財調査委託金･小中学校業務改善事業委託

金 
計 162,455 14.1  

合     計 1,089,362 100.0  
 
    第１６款  財産収入 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 257,403 297,628 275,893 0 21,735 107.2 92.7
２９ 291,189 218,486 196,531 0 21,955 67.5 89.9

比較増減 △33,786 79,142 79,362 0 △220 39.7 2.8
増 減 率 △11.6 36.2 40.4 0 △1.0 
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 決算額は２７５，８９３千円で、前年度より７９，３６２千円（４０．４％）の増加

となっています。これは主に工業団地用地売払収入の増加、住宅団地売払収入（グリー

ンヒルズヴィレッジ）の増加によるものです。 
 なお、白樺湖温泉総合施設賃貸料の収入未済額については、引き続き解消に努められ

るよう要望します。 
 
    第１７款  寄附金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 202,793 164,702 164,702 0 0 81.2 100.0
２９ 312,644 277,197 277,197 0 0 88.7 100.0

比較増減 △109,851 △112,495 △112,495 0 0 △7.5 0
増 減 率 △35.1 △40.6 △40.6 0 0

 
 決算額は１６４，７０２千円で、ふるさと納税の返礼品見直し等により、前年度より

１１２，４９５千円（４０．６％）の大幅の減少となっています。寄附金の主なものは、

一般寄附金、ふるさと茅野市応援寄附金等となっています。 
 
 
 
    第１８款  繰入金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 136,265 83,202 83,202 0 0 61.1 100.0
２９ 102,284 101,482 101,482 0 0 99.2 100.0

比較増減 33,981 △18,280 △18,280 0 0 △38.1 0

増 減 率 33.0 △18.0 △18.0 0 0 

 
 決算額は８３，２０２千円で、前年度より１８，２８０千円（１８．０％）の減少と

なっています。これは主に公務災害基金繰入金の減少によるものです。 
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    第１９款  繰越金 
（単位 千円：％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 967,601 998,285 998,285 0 0 103.2 100.0
２９ 1,035,048 1,060,985 1,060,985 0 0 102.5 100.0

比較増減 △67,447 △62,700 △62,700 0 0 0.7 0
増 減 率 △6.5 △5.9 △5.9 0 0 

 
 決算額は９９８，２８５千円で前年度の決算剰余金を繰越したものであり、この中に

は前年度から繰越された繰越明許充当財源３７，４８６千円が含まれています。 
 
    第２０款  諸収入 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 
収 入 率 

予算

対比

調定 
対比 

３０ 1,715,234 1,661,049 1,655,847 0 5,202 96.5 99.7
２９ 1,547,264 1,553,130 1,549,627 0 3,502 100.1 99.8

比較増減 167,970 107,919 106,220 0 1,700 △3.6 △0.1
増 減 率 10.9 6.9 6.8 0 48.5 

 
 決算額は１，６５５，８４７千円で、前年度より１０６，２２０千円の増加となって

います。これは主にその他の雑収入等の増によるものです。 
 収入未済額については、その解消に努められるよう要望します。 
 なお、項別収入状況は次表のとおりです。 
 

項 別 収 入 状 況 
    （単位 千円：％） 

区 分

科 目 
収 入 済 額 

比較増減 増減率 
３０年度 ２９年度 

延滞金加算金及び過料 9,945 9,542 403 4.2
市 預 金 利 子 3,586 3,729 △143 △3.8
貸 付 金 元 利 収 入 1,088,215 1,092,184 △3,969 △0.4
受 託 事 業 収 入 5,313 6,963 △1,650 △23.7
雑 入 548,788 437,209 111,579 25.5

合    計 1,655,847 1,549,627 106,220 6.8
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    第２１款  市 債 
（単位 千円：％） 

区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３０ 3,449,100 2,438,500 2,438,500 0 0 70.7 100.0

２９ 1,967,800 1,777,300 1,777,300 0 0 90.3 100.0

比較増減 1,481,300 661,200 661,200 0 0 △19.6 0

増 減 率 75.3 37.2 37.2 0 0

  
決算額は２，４３８，５００千円で、前年度より６６１，２００千円（３７．２％）

増加となっています。これは主に、民生債や教育債、総務債、衛生債の増加によるもの

です。 
 
 市債の目的別収入状況は次表のとおりです。 

 
市債の目的別収入状況 

 一般会計 
（単位 千円：％） 

区 分

科 目 
収 入 済 額 

比較増減 増減率 
３０年度 ２９年度 

総 務 債 97,400 50,600 46,800 92.5

民 生 債 500,400 20,100 480,300 2,389.6

農 林 水 産 業 債 51,000 46,000 5,000 10.9

商 工 債 0 35,900 △35,900 皆減

土 木 債 461,500 640,700 △179,200 △28.0

消 防 債 7,000 1,500 5,500 366.7

災 害 復 旧 債 7,600 0 7,600 皆増

臨 時 財 政 対 策 債 1,245,100 982,500 262,600 26.7

教 育 債 54,100 0 54,100 皆増

衛 生 債 14,400 0 14,400 皆増

合    計 2,438,500 1,777,300 661,200 37.2

 
 この主な内容は、総務債では、庁舎改修事業債、公用車整備事業債、大学周辺環境整

備事業債、民生債は、北山・小泉･宮川第二・中大塩保育園の改修事業債、保健福祉サ

ービスセンター施設整備事業債です。教育債では、学校施設整備事業債、体育施設整備
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事業債、土木債では、道路等整備事業債、河川等改修事業債、都市計画事業債、市営 
住宅改修事業債、消防債は、小型動力ポンプ等整備事業債、全国瞬時警報システム整備

事業債、教育債は、中学校施設、体育施設整備事業債、衛生債は、健康管理センター施

設整備事業債、災害復旧債は、道路橋梁、農業施設災害復旧債、臨時財政対策債です。 
 

市債借入償還状況 
 普通会計 

（単位 千円：％） 
年 度

 
区 分 

３０年 度 ２９ 年 度 ２８ 年 度 

金  額 前年度対比 金  額 前年度対比 金  額 前年度

対比 

借 入 額 2,438,500 137.2 1,777,300 81.1 2,190,300 98.9

償 還 金 2,648,607 98.4 2,691,947 100.8 2,671,253 98.2

年度末未償還金 26,485,004 99.2 26,695,111 96.7 27,609,758 98.1

 
 当年度の財政運営における市債の歳入決算に占める依存率は９．７％で前年度より２．

１ポイント増加しており、現債額は当年度末２６，４８５，００４千円で、前年度より

２１０，１０７千円（０．８％）減少しています。 
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（３）歳 出 
 
  ア 概  要 
    歳出の決算状況は次表のとおりです。 

    （単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 
予算対決算

の 比 較
執行率

３０ 26,380,554 24,290,641 1,226,700 863,213 △2,089,913 92.1
２９ 23,246,235 22,336,327 70,075 839,833 △909,908 96.1

比較増減 3,134,319 1,954,314 1,156,625 23,380 △1,180,005 △4.0
増 減 率 13.5 8.7 1650.5 2.8 △129.7

  
     支出済額は、２４，２９０，６４１千円で執行率は９２．１％となり、前年

度に比較して１，９５４，３１４千円（８．７％）増加しています。内訳を前

年度と比較すると、主に総務費（３８．９％）の増加、民生費（７．２％）の

増加、教育費が（９．８％）の増加となっています。 
     翌年度繰越額は１，２２６，７００千円で、前年度に比較して１，１５６，

６２５千円（１６５０．６％）増加しています。事業内容は、諏訪広域公立大

学事組合への負担金、大規模改修費、諏訪中央病院への負担金、運動公園庭球

場の改修工事などが主な増加の理由となっています。 
     減少した主な科目は、土木費、消防費、公債費などが減少となっています。 
 
 
 
   イ 性質別経費の状況 
 
     性質別経費の状況は次表のとおりです。 

 （単位 千円：％） 

区   分 
決 算 額 構 成 比 前年度比較増減 

30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 
義

務

的

経

費 

人 件 費 3,530,671 3,724,258 14.5 16.7 △5.2 △0.8
扶 助 費 3,810,662 3,726,603 15.7 16.7 2.3 3.6
公 債 費 2,733,198 2,801,416 11.3 12.5 △2.4 △0.3

計 10,074,531 10,252,277 41.5 45.9 △1.7 0.9

経投 

 資 

費的 

普通建設事業費 2,538,668 2,279,895 10.4 10.2 11.4 △10.0

災害復旧事業費 45,581 12,152 0.2 0.1 275.1 皆増

計 2,584,249 2,292,047 10.6 10.3 12.7 △9.5
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そ

の

他 

物 件 費 3,539,626 3,368,678 14.6 15.1 5.1 0.3
補 助 費 等 4,622,156 3,202,927 19.0 14.3 44.3 △2.7
繰 出 金

貸付金積立金等 
維 持 補 修 費 

計 

1,741,226
1,363,833

365,020
11,631,861

1,738,408 
1,152,035 

329,955 
9,792,003 

7.2 
5.6 
1.5 

47.9 

7.8 
5.1 
1.5 

43.8 

0.2
18.4
10.6
18.8

0.8
△14.7

5.9
△2.4

合    計 24,290,641 22,336,327 100.0 100.0 8.7 △1.7
（参考）義務的経費と投資的経費の区分は、支出の効果が資本形成に向けられるなど長

期にわたって持続するものか、または極めて短期的で終わるものかということを

基準にしたものです。 
 
     各経費の構成比は、義務的経費が４１．５％で前年度より４．４ポイント低

少し、投資的経費は１０．３％で前年度より０．３ポイント上昇し、その他の

経費が４７．９％で前年度より４．１ポイント上昇しています。 
 
 
 
 

歳出の状況（人口１人当り額） 
（単位：円） 

科   目 ３０年度 ２９年度 前年度比較増減 
人 件 費 ６６，６３５ ６７，３３４ △３，２９３

扶 助 費 ６８，６８２ ６４，５５６ １，７１２

公 債 費 ４９，２６２ ５０，３４４ △１，０８２

投 資 的 経 費 ４６，５７７ ４１，１９０ ５，３８７

うち普通建設事業費 ４５，７５６ ４０，９７１ ４，７８５

歳 出 合 計 ４３７，８０３ ４０１，４００ ３６，４０３

（注）歳出に伴う人口は国勢調査ベースによる推計人口です。（各年３月３１日現在） 
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   ウ 款別決算額 
 
     各款別の決算概要については次のとおりです。 
 
 
 
    第１款   議 会 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 176,547 174,347 0 2,200 98.7
２９ 182,325 178,967 0 3,358 98.2

比較増減 △5,778 △4,620 0 △1,158 0.5
増 減 率 △3.2 △2.6 0 △34.5 
 
 決算額は１７４，３４７千円で、前年度より４，６２０千円（２．６％）の減となっ

ています。これは主に議員活動研修費の減によるものです。 
 支出の主なものは、議員報酬等の人件費、旅費、委託料等となっています。 
 
 
 
    第２款   総 務 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 4,427,128 4,279,604 0 147,524 96.7
２９ 2,753,963 2,613,294 11,372 129,297 94.9

比較増減 1,673,165 1,666,310 △11,372 18,227 1.8
増 減 率 60.7 63.8 皆減 14.1 
 
 決算額は４，２７９，６０４千円で、前年度より１，６６６，３１０千円（６３．８％）

の増となっています。 
 支出の主なものは、総務管理費の一般管理費、財産管理費、地域戦略費、地区コミュ

ニティ振興費、市民活動推進費、文書広報費、企画費、情報管理費、徴税費の税務総務

費、賦課徴収費等となっています。 
 不用額の主なものは、総務管理費の文書広報費、地域戦略費です。 
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    第３款   民 生 費 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 8,187,143 7,883,087 73,430 230,626 96.3
２９ 7,611,318 7,318,675 21.400 271,243 96.2

比較増減 575,825 564,412 52,030 △40,617 0.1
増 減 率 7.6 7.7 243.1 △15.0 
  
決算額は７，８８３，０８７千円で、前年度より５６４，４１２千円（７．７％）の増

となっています。 
 支出の主なものは、国保及び後期高齢者医療特別会計繰出金、長野県後期高齢者医療

広域連合負担金、障害福祉サービス給付費、温泉施設管理運営費、福祉医療費給付等事

業費、諏訪広域連合介護保険事業負担金、保育所運営費、臨時福祉給付金給付事業費、

児童扶養手当事業費、生活保護事業費等となっています。 
 不用額の主なものは、社会福祉費の地域生活支援事業費、児童福祉費の母子福祉費で

す。 
  
 
    第４款   衛 生 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 1,542,435 1,485,124 0 57,311 96.3
２９ 1,437,663 1,367,759 0 69,904 95.1

比較増減 104,772 117,365 0 △12,593 1.2
増 減 率 7.3 8.6 0 △18.0 
 
 決算額は１，４８５，１２４千円で、前年度より１１７，３６５千円（８．６％）の

増となっています。 
 支出の主なものは、諏訪中央病院組合負担金、各種予防接種事業費、各種がん検診事

業費、資源物収集処理費、諏訪南行政事務組合一般会計負担金等となっています。 
 不用額の主なものは、保健衛生費の環境保全対策費の環境マネジメントシステム推進

事業費です。 
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    第５款   労 働 費 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 89,705 86,832 0 2,873 96.8
２９ 90,083 86,319 0 3,764 95.8

比較増減 △378 513 0 △891 1.0
増 減 率 △0.4 0.6 0 △23.7 
 
 決算額は８６，８３２千円で、前年度より５１３千円（０．６％）の増加となってい

ます。 
 支出の主なものは、勤労者福利厚生等支援事業費の茅野市勤労者生活資金等融資預託

金です。 
 
    第６款   農林水産業費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 547,731 488,165 0 59,566 89.1
２９ 506,571 446,731 0 59,840 88.2

比較増減 41,160 41,435 0 △274 0.9
増 減 率 8.1 9.3 0 △0.5 
 
 決算額は４４６，７３１千円で、前年度より４１，４３５千円（９．３％）の増加と

なっています。 
 支出の主なものは農業委員会運営費、遊休農地活用対策事業費、農業担い手育成事業

費、市単土地改良事業費、多面的機能支払事業費及び県営中山間総合整備事業費、農地

保全管理事業費、森林整備事業費となっています。 
 不用額の主なものは、農業費で農業担い手育成事業費の支援事業の申請予定者が見込

みより少なかったことによる補助金の不用額です。 
  
    第７款   商 工 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 1,865,286 1,688,592 109,801 66,893 90.5
２９ 1,780,311 1,725,597 0 54,714 96.9

比較増減 84,975 △37,005 109,801 12,179 △6.4
増 減 率 4.8 △2.1 皆増 22.3 
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決算額は１，６８８，５９２千円で、前年度より３７，００５千円（２．１％）の減

少となっています。これは産業振興費の産・学・公連携事業費（地域コンソーシアム）、

の減少です。 
 支出の主なものは、中小企業制度融資あっせん事業費、産・学・公連携事業費（地域

コンソーシアム）、起業・創業等支援事業費、観光振興補助金、観光誘客宣伝事業費、

蓼科観光施設建設基金積立金、観光施設整備事業等となっています。 
 不用額の主なものは、産業振興費の制度資金融資あっせん事業費の新技術・新製品研

究開発事業費の補助金が見込みより少なかったこと、制度資金融資あっせん事業費の申

込みがすくなかったことによるものです。 
     
 

第８款   土 木 費 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 2,502,842 2,246,038 138,682 118,123 89.7
２９ 2,922,642 2,780,151 34,160 108,331 95.1

比較増減 △419,800 △534,113 104,522 9,792 △5.4
増 減 率 △14.4 △19.2 306.0 9.2 
 
 決算額は２，２４６，０３８千円で、前年度より５３４，１１３千円（１９．２％）

の減となっています。 
 支出の主なものは、道路河川維持修繕事業費、生活道路整備事業費、舗装修繕事業、

公園施設維持管理費、高部・安国寺地区歴史環境整備事業費、下水道事業会計繰出金、

幹線道路整備事業費、河川改修費の自然災害防止事業（小江川）等となっています。 
 不用額の主なものは、道路橋梁新設改良費の生活道路整備事業費です。  
 翌年度繰越明許費は、主に道路橋梁費幹線道路整備事業費（２級８号線）、生活道路

整備事業費、橋梁修繕事業費、公園景観事業費(高部・安国寺地区歴史環境整備)、宮川

茅野地区まちづくり整備事業費です。 
 
 
    第９款   消 防 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 744,514 728,947 0 15,567 97.9
２９ 800,991 790,809 0 10,182 98.7

比較増減 △56,477 △61,862 0 5,385 △0.8
増 減 率 △7.0 △7.8 0 52.9 
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 決算額は７２８，９４７千円で、前年度より６１，８６２千円（７．８％）の減少と

なっています。これは主に、防災対策費の防災無線関連費、非常備消防費の消防団活動

支援事業費の減少によるものです。 
 支出の主なものは、諏訪広域連合負担金、消防団員人件費、消防団加入促進事業費、

分団施設等整備費、防災対策費の防災無線関連費、防災気象情報システム管理費、自主

防災組織活動支援事業費等となっています。 
  
  
 
    第１０款  教 育 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 3,436,129 2,411,002 901,969 123,157 70.2
２９ 2,255,883 2,174,395 3,143 78,345 96.4

比較増減 1,180,246 236,607 898,826 44,812 △26.2
増 減 率 52.3 10.9 28,597.7 57.2
 
 決算額は２，４１１，００２千円で、前年度より２３６，６０７千円（１０．９％）

の増加となっています。 
 支出の主なものは、小・中学校費の学校管理費の一般経費、施設管理事業費及び施設

整備事業費、公民館・図書館・総合博物館・考古館の管理運営費、学童クラブ事業費、

体育施設維持管理費、体育施設整備事業費等となっています。 
  
 
    第１１款  災害復旧費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 47,142 43,443 2,819 880 92.1
２９ 11,264 9,736 0 1,528 86.4

比較増減 35,878 33,707 2,819 △648 5.7
増 減 率 318.5 346.2 皆増 △42.4 
  
 決算額は、４３,４４３千円で、前年度より３３,７０７千円（３４６．２％）の増加

となっています。 
 支出の主なものは、台風２１号・２４号による上原下町地区、登山道、遊歩道、農業

関係の災害復旧事業費です。 
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      第１２款  公 債 費 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 2,760,531 2,733,198 0 27,333 99.0
２９ 2,849,392 2,801,416 0 47,976 98.3

比較増減 △88,861 △68,218 0 △20,643 0.7
増 減 率 △3.1 △2.4 0 △43.0 
  

決算額は２，７３３，１９８千円で、前年度より６８，２１８千円（２．４％）の減

少となっています。 
 支出の主なものは、市債元利償還金となっています。 
 なお、公債費の歳出決算額に対する割合は１１．３％で、前年度より１．２ポイント

増加しています。 
 
 
    第１３款  諸支出金 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 42,260 42,260 0 0 100.0
２９ 42,477 42,477 0 0 100.0

比較増減 △217 △217 0 0 0
増 減 率 △0.5 △0.5 0 0 

  
決算額は４２，２６０千円で、前年度より２１７千円（０．５％）の減少となってい

ます。これは、繰出金の減少によるものです。 
 支出は、水道事業会計への繰出金となっています。 
 
 
    第１４款  予 備 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

３０ 11,160 0 0 11,160 0
２９ 12,647 0 0 12,647 0

比較増減 △1,487 0 0 △1,487 0
増 減 率 △11.8 0 0 △11.8
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３ 特 別 会 計 

 
  平成３０年度の特別会計は、国民健康保険、後期高齢者医療の２会計となっていま

す。 
 
 
（１）歳 入 
 
   歳入の決算状況は次表のとおりです。 

（単位 千円：％） 
年度 

 
区分 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予算対決算

の比較 

収 入 率 

予算

対比

調定

対比

３０ 6,504,149 6,503,338 6,385,067 7,205 111,066 △119,082 98.2 98.2

２９ 7,473,135 7,422,118 7,285,005 9,032 128,080 △188,130 97.5 98.1

比較増減 △968,986 △918,779 △899,938 △1,827 △17,013 △307,212 0.7 0.1

増 減 率 △13.0 △12.4 △12.3 △20.2 △13.3 －

 
  歳入の決算額は６，３８５，０６７千円で、前年度より８９９，９３８千円（１２．

３％）の減少となり、収入率は予算額対比９８．２％、調定額対比９８．２％とな

っています。 
   なお、不納欠損処分７，２０５千円は、国民健康保険特別会計及び後期高齢者医

療特別会計の合計です。 
 
 
（２）歳 出 
 
   歳出の決算状況は次表のとおりです。 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不 用 額 
予算対決算 
の 比 較 

執行率

３０ 6,504,149 6,149,022 0 355,127 355,127 94.5
２９ 7,473,135 7,018,601 0 454,534 454,534 93.9

比較増減 △968,986 △869,579 0 △99,407 △99,407 0.6
増 減 率 △13.0 △12.4 0 △21.9 △21.9

   歳出の決算額は６，１４９，０２２千円で、前年度より８６９，５７９千円（１

２．４％）の減少となり、執行率は９４．５％となっています。 
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（３）決算収支 
（単位 千円：％） 

年度 
区分 

３０年度 ２９年度 ２８年度 

予 算 現 額 6,504,149 7,473,135 7,430,327
歳 入 決 算 額 6,385,067 7,285,005 7,492,568
歳 出 決 算 額 6,149,023 7,018,601 7,232,624
歳 入 歳 出 差 引 額 236,044 266,404 259,943
翌年度へ繰越すべき財源 0 0 0
実 質 収 支 額 236,044 266,404 342,161
前 年 度 実 質 収 支 額 266,404 259,944 383,807
単 年 度 収 支 額 △30,360 6,460 △41,646

 
  決算収支における実質収支額は２３６，０４４千円で、前年度より３０，３６０千

円減少しています。 
 
 
（４）各会計の概要 
 
  ① 国民健康保険特別会計 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 収入済額 支出済額 差引額 実質収支額 

３０ 5,772,538 5,625,464 5,420,870 204,594 204,594
２９ 6,786,708 6,577,001 6,337,541 239,460 239,460

比較増減 △1,014,170 △951,537 △916,671 △34,866 △34,866
増 減 率 △14.9 △14.5 △14.5 △14.6 △14.6

 
決算額は、歳入が５，６２５，４６４千円で、収入率は予算額対比で９７．４％、

調定額対比は９８．０％となり、歳出は５，４２０，８７０千円で執行率９３．

９％、不用額は３５１，６６８千円となっています。 
前年度に比較して、歳入が１４．５％減少、歳出が１４．５％減少し、実質収

支額は２０４，５９４千円となっています。 
収入の主なものは、国民健康保険税、国庫支出金、療養給付費交付金、前期高

齢者交付金、共同事業交付金、繰越金等となっています。 
支出の主なものは、保険給付費、後期高齢者支援金等、介護納付金、共同事業

拠出金等であり、不用額の主なものは、保険給付費、共同事業拠出金、予備費等

となっています。 
不納欠損処分７，２０５千円は、適法に処理されているものと認められたが、
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今後も厳正を期すよう要望するものです。 
収入未済額の１０６，０８０千円は、国民健康保険税と諸収入の一般被保険者

返納金で前年度より１７，０２６千円の増加となっています。 
国民健康保険税の収納率は現年課税分が９７．０％で、前年度より１ポイント

増加しています。滞納整理については公平の原則をふまえ、引き続き積極的な取

り組みを望むものです。 
 
 

② 後期高齢者医療特別会計 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 収入済額 支出済額 差引額 実質収支額 

３０ 731,611 759,603 728,153 31,450 31,450
２９ 686,427 708,004 681,060 26,944 26,944

比較増減 45,184 51,599 47,093 4,506 4,506
増 減 率 6.6 7.3 7.0 16.7 16.7

 
    決算額は、歳入が７５９，６０３千円で、収入率は予算額対比１０３．８％、

調定額対比９９．３％となり、歳出は７２８，１５３千円で執行率９９．５％、

不用額は５，３６７千円となっています。 
    前年度と比較して、歳入が０．７％増加、歳出が０．３％増加し、実質収支額

は３１，４５０千円となっています。 
    収入の主なものは、後期高齢者医療保険料、一般会計繰入金等となっています。 
    支出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金等となっています。 
    不納欠損処分は、ありませんでしたが、今後とも適正で公平な処理を期するよ

う要望するものです。 
    収入未済額の４，９８７千円は、後期高齢者医療保険料で前年度より１３千円

増加しています。 
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③ 財産区特別会計歳入歳出決算総括表 
（単位 千円） 

  
     

財産区名 予算現額 収入済額 支出済額 繰越金 

湯川 122,575 118,605 114,961 3,644
柏原 62,902 60,331 43,900 16,431

芹ヶ沢 181,619 182,895 101,180 81,714
糸萱 54,256 54,269 53,756 513
外山 196,138 196,708 128,964 67,744
内山 95,372 96,590 83,058 13,532
鹿山 153,068 153,243 151,846 1,397

北大塩 40,277 43,412 39,598 3,814
塩沢 54,070 49,097 20,324 28,773

埴原田 2,273 2,274 2,050 224
白井出 384 390 184 206
笹原 3,050 3,051 664 2,387

須栗平 13,197 13,199 12,968 231
堀 9,375 9,502 8,579 923
金山 27,981 27,936 13,401 14,535
新井 27,420 28,109 25,931 2,178
山口 11,891 11,840 10,731 1,109
中村 38,728 40,777 30,217 10,560

上菅沢 24,632 24,641 14,279 10,362
南大塩 45,523 39,055 38,958 97
塩之目 21,612 21,652 19,574 2,078
上場沢 19,702 17,874 10,441 7,433
上古田 7,919 7,919 7,884 35
下古田 12,575 12,313 8,928 3,385
御作田 4,261 3,846 3,568 278
福沢 22,768 23,744 12,300 11,444

七ヶ耕地 16,259 15,671 15,006 665
泉野 4,040 4,026 3,904 122
槻木 37,508 37,570 35,907 1,663
中道 9,756 9,884 6,183 3,701

小屋場 7,255 7,261 2,402 4,859
玉川 3,275 3,076 2,225 851
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（単位 千円） 

 
財産区総歳入決算額は、1,418,484 千円、総歳出決算額は 1,072,740 千円であり、繰

越金は、345,744 千円となっている。 
 

【審査意見】 
  詳細にわたり審査をした結果、諸帳簿及び各証憑書類の整備保管状況は、良好であ

ることを認めました。 
  なお、寄付金に関しては引き続き適切な事務処理を図ることを要望します。 
 また、将来にわたって健全な財産区運営を維持するため、計画的に基金を積み立てら

れ、内部留保に努められたい。 
    財産区は、地方自治法に規程された特別地方公共団体です。従って、財産区が取り扱

う金銭等は公金となります。公金の支出等については、十分留意されるよう要望します。  

財産区名 予算現額 収入済額 支出済額 繰越金 

山田 3,370 3,448 2,174 1,274
穴山 9,230 12,749 3,307 9,442
中沢 2,853 2,863 2,695 168
粟沢 10,811 7,417 2,834 4,583
菊沢 6,665 5,580 1,555 4,025

北久保 2,751 1,842 1,240 602
子之神 6,478 6,447 2,264 4,183
神の原 1,795 1,824 857 967
丸山 21,110 20,435 10,030 10,405
金沢 19,583 20,631 9,922 10,709

鳴沢自然郷 5,066 5,345 5,029 316
議会合計 1,421,373 1,409,342 1,065,783 343,559

   
鋳物師屋 1,006 1,006 956 50
下菅沢 6,542 6,535 5,745 790
大日影 1,601 1,600 257 1,343

管理会合計 9,149 9,141 6,957 2,184
   

合 計 1,430,522 1,418,484 1,072,740 345,744



- 36 - 
 

４ 財産に関する調書 

 
（１）公有財産 
  ① 土地及び建物 
   ア 土  地 
     年度末現在額は１，７２７，６２９㎡で、このうち行政財産は１，３３１，

７４７㎡、普通財産は３９５，８８２㎡となっています。 
     前年度に比べ、行政財産は３，０６２㎡（０．２３％）増加、普通財産は１

８，２６０㎡（４．６１％）の増加となっています。 
 
   イ 建  物 
     年度末現在額は２４５，６９５㎡で、このうち行政財産は２３３，７３０㎡、

普通財産は１１，９６４㎡となっています。 
     前年度に比べ、行政財産は３２５㎡（０．１４％）の減少、普通財産は２６

５㎡（２．２％）の減少となっています。 
 
  ② 山  林 
    面積の年度末現在額は２３，０７４㎡で、年度中の増減はないが立木の推定蓄

積量は３９５ （３６．７％）増加し、１０，２８５ となっています。 
 
  ③ 出資による権利 
    年度末現在額は３９３，９９２千円で、前年度より２０，０００千円の増加と

なっています。 
 
（２）物  品 
   重要物品の年度末現在高は１，２８４点で、前年度に比べ２３点の増加となって

います。増加した主なものは、新規に認知症診断機器２台、回転釜１３台、耐用年

数が過ぎ故障等による買換えで軽貨物自動車６台、普通乗用自動車４台、特殊用途

自動車１台、小型動力ポンプ３台、大型乗用自動車１台、軽自動車５台の購入があ

りました。減少した主なものは、軽自動車９台、普通乗用自動車３台、カラオケセ

ット２台となっています。 
   物品については、定期監査において確認を行っているので台帳審査に留めたが、

物品台帳の定期的な整備を徹底するとともに、公用車両については保守点検を実施

し、安全運転の励行に一層努められたい。 
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（３）基  金 
   年度末現在高は５４基金８，７６７，２１３千円で、前年度に比べ２６８,７５６

千円（３．２％）の増加となっています。 
   なお、平成２９年度から、土地開発基金を除く一般会計の基金について、一括し

て運用しています。 
   基金の運用にあたっては、積立、取り崩し等、計画的で有効的な運用に努められ

たい。 
 
基金の設置及び運用状況 
 
 平成３０年度基金の状況は次表のとおりです。 
 

基  金  名 平成３０年度末決算額（単位 千円） 
 
一 
 

括 
 

運 
 

用 

財 政 調 整 基 金 ２，３７７，６１２ 
減 債 基 金 １，１１８，６５４ 
公 共 施 設 整 備 基 金   ３５１，５９５ 
職 員 退 職 手 当 基 金   １６５，１０１ 
八 ヶ 岳 森 林 文 化 基 金    １２，７４４ 
蓼 科 観 光 施 設 建 設 基 金   １３４，３０６ 
学 校 基 金    ５５，１９０（山林９０５，６００㎡） 
育 英 基 金   １０８，５２３ 
パートナーシップのまちづくり基金    ４２，５７５ 

一括運用基金計 ４，３６６，３００（内有価証券２，８１１，９１３）

土 地 開 発 基 金   ６００，０００（内土地９，０７９.１６㎡） 
国 保 財 政 調 整 基 金   １５９，７７３ 
国 保 高 額 医 療 貸 付 基 金     ７，０００ 
茅 野 市 北 山 湯 川 財 産 区 基 金 外

４ １ 基 金 計 
３，６３４，１４０（内有価証券１，５３７，３８７）

計５４基金 
８，７６７，２１３（内有価証券４，３４９，３００）

        （土地･山林９１４,６７９．１６㎡）
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５ むすび 

 

本年度は、市政施行６０周年を迎えるとともに、第５次総合計画による新たなまち

づくりがスタートした年となりましたが、人口減少・少子化・超高齢化社会の到来を

見据えた各種施策を行いながら収支均衡予算の執行を実現されています。 

平成３０年度に実施した主な事業をみると、ハード面では、北山保育園・小泉保育

園の大規模改修事業、永明小学校・中学校の建設に向けた検討、運動公園の庭球場の

改修工事、生活道路整備事業、玉川広田地区・中大塩地区などの幹線道路整備事業、

高部・安国寺地区歴史環境整備事業や宮川茅野地区まちづくり整備などの都市計画事

業、蓼科湖周辺整備などの観光施設整備事業、大雨や台風２４号の災害復旧事業など

を実施され、ソフト面においては、市政施行６０周年の記念事業や、スワリカブラン

ド創造事業、「こども・家庭総合支援拠点」の設置による相談体制の充実、子どもの医

療費の「現物給付方式」の導入、農業担い手育成支援事業補助金の創設、製造業労務

環境改善設備投資促進補助金の創設、グリーンヒルズビレッジの販売促進、プログラ

ミング教育の実施などＩＣＴ教育の充実に取り組みがされた決算となっています。 

これらの事業を含む平成３０年度の決算額は、一般会計総額で歳入２５，１４１，

１４５千円、歳出２４，２９０，６４１千円となり、前年度に比較して歳入は７．７

４％の増加、歳出は８．７５％の増加となっています。 

次に平成３０年度の一般会計財政状況についてみると、歳入では基幹自主財源であ

る市税のうち個人市民税が前年度比で８１，０９０千円の増で８,５７７,４１９千円

となっており、歳入全体の３４．１２％をしめています。これは、給与所得の増によ

る個人市民税の増収と製造業の好況による法人市民税の増収によるものであります。 

財政の健全化を示す指数は、何れも向上しており、財政状況は安定していると判断で

きます。将来における財政規模の縮小も視野に入れながら、持続可能な財政基盤の構築

に注力し、第５次総合計画進めていただきたい。 

財政力の強弱を示す「財政力指数」は、０．６３５となり、前年度より０．０１２ポ

イント下回った。これは、平成３０年度の単年度指数が特殊要因（諏訪東京理科大公立

化に対する負担金）により０．５９５となったことに起因するが、それを考慮すれば適

正な水準にあると言えます。 

市債の元利金償還の標準財政規模に対する割合を示す「実質公債費比率」は、７．９％

となり、前年度より０．９ポイント、将来負担比率については、６２．７％となり、前

年度を２５．１ポイントで、それぞれが改善しています。 

今後とも、将来の財政負担を十分に展望しながら、計画的な財政運用を進めることに

より、更なる財政基盤の健全化を図っていただきたい。 

なお、平成１９年度から算定が義務づけられた健全化判断比率等については、別項

をご参照ください。 
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 審査意見のうち全庁的共通事項は次のとおりです。 

 

 

（１）第五次総合計画を進めながら、持続可能な財政の構築に引続き努められたい。 

 

（２）一般社団法人茅野まちづくり推進機構の地域再生事業が、茅野市にとっても、重

要な位置にあり、国庫補助金を含めて多額の資金を投入していることから、地域お

こし協力隊の活動状況の把握や事業の進捗状況を点検しながら、より専門性を発揮

し所期の目的の実現に強い意欲をもって臨まれたい。 

 

（３）今後も高齢化、少子化の進行により、福祉行政の重要性とそれに伴う扶助費など

の費用の増大などが、ますます重要課題となっていくと思われます。 

   そうした中でも、市民が快適な暮らしを求める要件は、経済的な満足に留まらず、

心の豊かさも必要になってくると考えます。引き続き生涯学習事業を通して、市民

の豊かな生活環境づくりに努めていただきたい。 

 

（４）市民活動センターは、登録団体・利用数・稼動率と共に増加傾向にあり、センタ

ーの知名度の上昇が伺える。市民に限らず幅広く利用者の拡大に努められたい。 

 

（５）市民協働のまちづくりにおいて、行政側が主導的役割を果たすためには、いかに

住民が行動しやすい環境を作っていくかが大きなポイントとなることを、いろんな

研修の機会を通して指導していただきたい。 

 

（６）公共バス運行事業については、国策に基づく事業であるが、補助金も対前年度に

対し３百万円の増加となっており、年々増加傾向であることから、大きな課題では

あるが、更なる抜本的な対策について研究することが急務であると思われます。 

 

（７）健康づくりに必要な事業として多岐にわたる事業を展開しているが、数年にわた

り利用者が少ない事業も散見される。必要性の検討や推進方法の見直しなど行う中

で、市民の健康づくりに適うものにしてほしい。 

 

 

（８）商業振興・工業振興・産業振興などの事業は、企業発展や地域振興の重要な施策

であるが、補助金件数や不用額の発生があることから、商工会議所をはじめ関係団

体等と連携を図り、さらなる推進や情報発信に注力されたい。 
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（９）最近の災害傾向を見ると、局地的な災害が多く、各方面からの情報を検討し対処

しなければならない事態が想定されますので、防災の拠点の充実が必要であると考

えます。 

 

（10）高齢化、少子化の進行により、福祉行政の重要性とそれに伴う費用の増大は、益々

重要課題となっていくものと思います。そうした中で、市民の福祉に対する期待と

要望は更に多様化することから、市の福祉部門と社会福祉協議会との一層のすみ分

けを推し進めていただき、総合的な成果が出ることを期待します。 

 

（11）市民生活の重要なインフラである市道の維持管理については、計画的に実施され

ていることから、これからも第５次総合計画を進める中で、計画的かつ効率的に進

められたい。 

 

（12）グリーンヒルズヴィレッジの１１区画が売却できたことは、販売努力等による大

きな成果であると思います。 

   子育て世代が多くなっているとのことから、購入者が有利となるような情報の発

信を販売促進に繋げられたい。 

 

（13）コワーキング事業は、指定管理事業として一定の目標を達成させるための事業で

あることから、事業の進捗状況や成果のチェックを十分に行っていただきたい。 

 

（14）スポーツ施設等のリニューアルや修繕、維持管理には多額の費用が必要となるこ

とから、公共施設管理計画のなかで計画的かつ合理的に進められたい。 

 

 

（15）事業実施において、常にアンテナを高くし、国の補助金の付く政策に注目するこ

とも非常に大事ではあるが、茅野市にとって将来的に有益なものであるかを見極め

判断力が要求されるものと感じています。 
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   審査意見の個別の特記事項につきましては、「平成３０年度定期監査（本庁課局）」

及び「平成３０年度定期監査（出先機関及び施設）」の結果報告に対する回答報告

書の内容のとおり着実に検討または実施いただくよう要望いたします。 



自 主 財 源 比　率 依 存 財 源 比　率

円 円 ％ 円 ％

31,526,211,538 15,039,513,192 47.7 16,486,698,346 52.3

25,141,144,616 12,454,997,735 49.5 12,686,146,881 50.5

6,385,066,922 2,584,515,457 40.5 3,800,551,465 59.5

国民健康保険 5,625,463,796 1,825,755,331 32.5 3,799,708,465 67.5

759,603,126 758,760,126 99.9 843,000 0.1

一 般 会 計

特 別 会 計

特
　
別
　
会
　
計

　 会　 計　 別　 歳　 入　 歳

財　　　　　　　源　　　　　　　別歳 入 総 額

（Ａ）

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

後期高齢者医療
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第　１　表

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費
財　　　　源

事故繰越

円 円 円 円 円 円

30,439,663,127 1,086,548,411 0 78,505,653 0 1,008,042,758

24,290,640,821 850,503,795 0 78,505,653 0 771,998,142

6,149,022,306 236,044,616 0 0 0 236,044,616

5,420,869,641 204,594,155 0 0 0 204,594,155

728,152,665 31,450,461 0 0 0 31,450,461

歳入歳出差引額

（Ａ）－（Ｂ）

　 　　出　 決　 算　 総　 括　 表

翌　年　度　繰　越　額

実質収支額
歳 出 総 額

（Ｂ）
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　 会　 計　 別　 歳　 入　 歳

総　　　　　額 繰入金控除額
純 歳 入 額

（Ａ）
繰入金内訳

円 円 円

31,526,211,538 573,894,165 30,952,317,373

25,141,144,616 0 25,141,144,616 特別会計から

6,385,066,922 573,894,165 5,811,172,757 一般会計から

国民健康保険 5,625,463,796 394,432,262 5,231,031,534 〃

759,603,126 179,461,903 580,141,223 〃

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

一 般 会 計

特 別 会 計

特
　
別
　
会
　
計

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

後期高齢者医療
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第　２　表

総　　　　　額 繰出金控除額
純 歳 出 額

（Ｂ）
繰出金内訳

円 円 円 円

30,439,663,127 573,894,165 29,865,768,962 1,086,548,411

24,290,640,821 573,894,165 23,716,746,656 特別会計へ 1,424,397,960

6,149,022,306 0 6,149,022,306 一般会計へ △337,849,549

5,420,869,641 0 5,420,869,641 △189,838,107

728,152,665 0 728,152,665 一般会計へ △148,011,442

　 　　出　 純　 計　 決　 算　 額

純歳入歳出
差　 引　 額
（Ａ）－（Ｂ）

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
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決算額 前年度対比 決算額 前年度対比

円 ％ 円 ％

31,526,211,538 103.0 30,619,617,567 98.1

25,141,144,616 107.7 23,334,611,821 98.1

6,385,066,922 87.6 7,285,005,746 98.3

国民健康保険 5,625,463,796 85.5 6,577,001,257 97.3

759,603,126 107.3 708,004,489 107.7

　 会　計　別　歳　入　歳　出　決

特
　
別
　
会
　
計

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

平　成　30　年　度 平　成　29　年　度

一 般 会 計

特 別 会 計

後期高齢者医療

-46-



第　３　表

決　算　額 決　算　額 平成30年度 平成29年度

円 ％ 円 ％ 円 円

30,439,663,127 132.2 29,354,927,931 98.0 1,086,548,411 1,264,689,636

24,290,640,821 108.7 22,336,326,635 98.3 850,503,795 998,285,186

6,149,022,306 87.6 7,018,601,296 97.0 236,044,616 266,404,450

5,420,869,641 85.5 6,337,541,207 97.1 204,594,155 239,460,050

728,152,665 106.9 681,060,089 107.9 31,450,461 26,944,400

　 算　前　年　度　比　較　表

歳　入　歳　出　差　引　額
歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

平　成　30　年　度 平　成　２９　年　度

前年度対比 前年度対比
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　　一　 般　 会　 計　 歳　 入　 歳　 出

平成30年度（Ａ） 平成29年度（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）
前年度
対　 比

円 円 円 ％

合 計 25,141,144,616 23,334,611,821 1,806,532,795 107.7

市 税 8,577,419,440 8,496,328,884 81,090,556 101.0

地 方 譲 与 税 358,201,000 355,260,000 2,941,000 100.8

利 子 割 交 付 金 14,546,000 12,513,000 2,033,000 116.2

配 当 割 交 付 金 24,739,000 29,881,000 △ 5,142,000 82.8

株式等譲渡所得割交付金 20,793,000 32,451,000 △ 11,658,000 64.1

地 方 消 費 税 交 付 金 1,111,343,000 1,065,366,000 45,977,000 104.3

ゴルフ場利用税交付金 55,459,110 58,057,650 △ 2,598,540 95.5

自動車取得税交付金 85,446,000 91,700,000 △ 6,254,000 93.2

地 方 特 例 交 付 金 39,835,000 35,620,000 4,215,000 111.8

地 方 交 付 税 5,626,668,000 4,342,329,000 1,284,339,000 129.6

交通安全対策特別交付金 8,820,000 9,773,000 △ 953,000 90.2

分 担 金 及 び 負 担 金 419,188,599 416,897,741 2,290,858 100.5

使 用 料 及 び 手 数 料 280,459,869 274,163,557 6,296,312 102.3

国 庫 支 出 金 1,812,434,792 2,104,766,192 △ 292,331,400 86.1

県 支 出 金 1,089,361,979 1,046,381,921 42,980,058 104.1

財 産 収 入 275,892,883 196,530,565 79,362,318 140.4

寄 附 金 164,702,290 277,196,981 △ 112,494,691 59.4

繰 入 金 83,202,184 101,483,102 △ 18,280,918 82.0

繰 越 金 998,285,186 1,060,984,738 △ 62,699,552 94.1

諸 収 入 1,655,847,284 1,549,627,490 106,219,794 106.9

市 債 2,438,500,000 1,777,300,000 661,200,000 137.2

　　　　　　　　　　区　分

　款 別

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入
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　 　決　算　 前　 年　 度　 比　 較　 表

第　４　表

平成30年度（Ａ） 平成29年度（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）
前年度
対　 比

円 円 円 ％

合 計 24,290,640,821 22,336,326,635 1,954,314,186 108.7

議 会 費 174,347,061 178,966,961 △ 4,619,900 97.4

総 務 費 4,279,603,894 2,613,293,801 1,666,310,093 163.8

民 生 費 7,883,087,314 7,318,675,242 564,412,072 107.7

衛 生 費 1,485,124,015 1,367,759,200 117,364,815 108.6

労 働 費 86,832,069 86,318,972 513,097 100.6

農 林 水 産 業 費 488,165,187 446,731,039 41,434,148 109.3

商 工 費 1,688,592,507 1,725,597,129 △ 37,004,622 97.9

土 木 費 2,246,037,800 2,780,150,582 △ 534,112,782 80.8

消 防 費 728,947,441 790,809,381 △ 61,861,940 92.2

教 育 費 2,411,002,460 2,174,395,441 236,607,019 110.9

災 害 復 旧 費 43,443,324 9,735,980 33,707,344 446.2

公 債 費 2,733,198,170 2,801,415,951 △ 68,217,781 97.6

諸 支 出 金 42,259,579 42,476,956 △ 217,377 99.5

予 備 費 - - - -

　　　　　　　　　　区　分

　款 別

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
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　　　　一　　　般　　　会　　　計　　 款　　　別

予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 越 財 源
充　 当　 額

計
構
成
比

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比

(B)/(A)

円 円 円 ％ 円 ％ ％

合 計 26,310,479,000 70,075,200 26,380,554,200 100.0 25,598,435,279 100.0 97.0

市 税 8,300,000,000 0 8,300,000,000 31.5 8,988,185,262 35.1 108.3

地 方 譲 与 税 355,000,000 0 355,000,000 1.3 358,201,000 1.4 100.9

利子割交付金 14,000,000 0 14,000,000 0.1 14,546,000 0.1 103.9

配当割交付金 28,000,000 0 28,000,000 0.1 24,739,000 0.1 88.4

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

32,000,000 0 32,000,000 0.1 20,793,000 0.1 65.0

地 方 消 費 税
交 付 金

1,190,000,000 0 1,190,000,000 4.5 1,111,343,000 4.3 93.4

ゴルフ 場 利用
税 交 付 金

55,000,000 0 55,000,000 0.2 55,459,110 0.2 100.8

自動車取得税
交 付 金

87,000,000 0 87,000,000 0.3 85,446,000 0.3 98.2

地 方 特 例
交 付 金

42,000,000 0 42,000,000 0.2 39,835,000 0.1 94.8

地 方 交 付 税 5,511,329,000 0 5,511,329,000 20.9 5,626,668,000 22.0 102.1

交通安全対策
特 別 交 付 金

10,000,000 0 10,000,000 0.1 8,820,000 0.1 88.2

分 担 金 及 び
負 担 金

462,582,000 0 462,582,000 1.8 429,699,889 1.7 92.9

使 用 料 及 び
手 数 料

281,433,000 0 281,433,000 1.1 289,536,425 1.1 102.9

国 庫 支 出 金 2,119,569,000 18,789,000 2,138,358,000 8.1 1,812,434,792 7.1 84.8

県 支 出 金 1,145,456,000 0 1,145,456,000 4.3 1,089,361,979 4.3 95.1

財 産 収 入 257,403,000 0 257,403,000 1.0 297,627,883 1.2 115.6

寄 附 金 202,793,000 0 202,793,000 0.8 164,702,290 0.6 81.2

繰 入 金 136,265,000 0 136,265,000 0.5 83,202,184 0.3 61.1

繰 越 金 930,115,000 37,486,200 967,601,200 3.7 998,285,186 3.9 103.2

諸 収 入 1,715,234,000 0 1,715,234,000 6.5 1,661,049,279 6.5 96.8

市 債 3,435,300,000 13,800,000 3,449,100,000 13.1 2,438,500,000 9.5 70.7

　　　　　　　区　分

　款 別

予　　　算　　　現　　　額　　　（Ａ） 調　定　額　（Ｂ）
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　 　　歳　　　入　　　決　　　算　　　表

第　５　表

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比
(C)/(A)

調定
額

対比
(C)/(B)

金　　　額
構
成
比

調定
額

対比
(D)/(B)

金　　　額

（Ｃ）－（Ａ）

予算
現額
対比

{(C)-(A)}/(A)

円 ％ ％ ％ 円 円 ％ ％ 円 ％

25,141,144,616 100.0 95.3 98.2 49,142,132 408,148,531 100.0 1.6 △ 1,239,409,584 △ 4.7

8,577,419,440 34.1 103.3 95.4 48,882,414 361,883,408 88.7 4.0 277,419,440 3.3

358,201,000 1.4 100.9 100.0 0 0 - - 3,201,000 0.9

14,546,000 0.1 103.9 100.0 0 0 - - 546,000 3.9

24,739,000 0.1 88.3 100.0 0 0 - - △ 3,261,000 △ 11.6

20,793,000 0.1 65.0 100.0 0 0 - - △ 11,207,000 △ 35.0

1,111,343,000 4.4 93.4 100.0 0 0 - - △ 78,657,000 △ 6.6

55,459,110 0.2 100.8 100.0 0 0 - - 459,110 0.8

85,446,000 0.3 98.2 100.0 0 0 - - △ 1,554,000 △ 1.8

39,835,000 0.2 94.8 100.0 0 0 - - △ 2,165,000 △ 5.2

5,626,668,000 22.4 102.1 100.0 0 0 - - 115,339,000 2.1

8,820,000 0.1 88.2 100.0 0 0 - - △ 1,180,000 △ 11.8

419,188,599 1.7 90.6 97.5 96,000 10,415,290 2.5 2.4 △ 43,393,401 △ 9.4

280,459,869 1.1 99.6 96.9 163,718 8,912,838 2.2 3.1 △ 973,131 △ 0.3

1,812,434,792 7.2 84.7 100.0 0 0 - - △ 325,923,208 △ 15.2

1,089,361,979 4.3 95.1 100.0 0 0 - - △ 56,094,021 △ 4.9

275,892,883 1.1 107.2 92.7 0 21,735,000 5.3 7.3 18,489,883 7.2

164,702,290 0.6 81.2 100.0 0 0 - - △ 38,090,710 △ 18.8

83,202,184 0.3 61.1 100.0 0 0 - - △ 53,062,816 △ 38.9

998,285,186 4.0 103.2 100.0 0 0 - - 30,683,986 3.2

1,655,847,284 6.6 96.5 99.7 0 5,201,995 1.3 0.3 △ 59,386,716 △ 3.5

2,438,500,000 9.7 70.7 100.0 0 0 - - △ 1,010,600,000 △ 29.3

収入未済額（Ｄ）収　入　済　額　（Ｃ）

不納欠損額

予算現額に対する
決算額の比較
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　　　一　　　般　　　会　　　計　　 款　　　別

金　　　額 構成比

円 円 円 円 ％

合 計 26,310,479,000 70,075,200 0 26,380,554,200 100.0

議 会 費 176,547,000 0 0 176,547,000 0.7

総 務 費 4,415,756,000 11,372,000 0 4,427,128,000 16.8

民 生 費 8,165,743,000 21,400,000 0 8,187,143,000 31.0

衛 生 費 1,542,435,000 0 0 1,542,435,000 5.8

労 働 費 89,705,000 0 0 89,705,000 0.3

農 林 水 産 業 費 547,731,000 0 547,731,000 2.1

商 工 費 1,865,286,000 0 0 1,865,286,000 7.1

土 木 費 2,468,682,000 34,160,400 0 2,502,842,400 9.5

消 防 費 742,475,000 0 2,039,499 744,514,499 2.8

教 育 費 3,430,186,000 3,142,800 2,800,000 3,436,128,800 13.0

災 害 復 旧 費 47,142,000 0 0 47,142,000 0.2

公 債 費 2,760,531,000 0 0 2,760,531,000 10.5

諸 支 出 42,260,000 0 0 42,260,000 0.2

予 備 費 16,000,000 0 △ 4,839,499 11,160,501 0.0

　　　　　　　　区　分

　款　別

予　　　算　　　現　　　額

予算額
継続費及び
繰越事業費
繰 　越　 額

予備費支出
及び

流　用　増　減

計
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　 　　　歳　　出　　決　　算　　表

第　６　表

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比

継続費
逓　 次
繰　 越

繰越明許費
事故

繰越
金　　　額

予算
現額
対比

円 ％ ％ 円 円 円 円 ％

24,290,640,821 100.0 92.1 0 1,226,700,453 0 863,212,926 1.2

174,347,061 0.7 98.7 0 0 0 2,199,939 1.2

4,279,603,894 17.6 96.7 0 0 0 147,524,106 3.3

7,883,087,314 32.4 96.3 0 73,430,000 0 230,625,686 2.8

1,485,124,015 6.1 96.3 0 0 0 57,310,985 3.7

86,832,069 0.4 96.8 0 0 0 2,872,931 3.2

488,165,187 2.0 89.1 0 0 0 59,565,813 12.2

1,688,592,507 7.0 90.5 0 109,800,800 0 66,892,693 4.0

2,246,037,800 9.2 89.7 0 138,681,853 0 118,122,747 5.3

728,947,441 3.0 97.9 0 0 0 15,567,058 2.1

2,411,002,460 9.9 70.2 0 901,969,000 0 123,157,340 5.1

43,443,324 0.2 92.1 0 2,818,800 0 879,876 1.9

2,733,198,170 11.3 99.0 0 0 0 27,332,830 1.0

42,259,579 0.2 100.0 0 0 0 421 0.0

0 - 0.00 0 0 0 11,160,501 100.0

支　出　済　額 不　用　額翌　年　度　繰　越　額
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　　特　　　別　　　会　　　計

予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 越 財 源
充　 当　 額

計
構
成
比

金　　　額

予算
現額
対比

(B)/(A)

円 円 円 ％ 円 ％

合 計 6,504,149,000 0 6,504,149,000 100.0 6,503,338,448 116.2

国 民 健 康 保 険 5,772,538,000 0 5,772,538,000 88.8 5,738,748,622 98.9

後 期 高 齢 者 医 療 731,611,000 0 731,611,000 11.2 764,589,826 104.5

　　　　　　　　区　分

　会 計 別

予　　　算　　　現　　　額　　　（Ａ） 調　定　額　（Ｂ）
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　 　　歳　　　入　　　決　　　算　　　表

第　７　表

金　　　額

予算
現額
対比
(C)/(A)

調定額
対比
(C)/(B)

金　　　額
調定額
対比
(D)/(B)

金　　　額

（Ｃ）－（Ａ）

予算
現額
対比
{(C)-

(A)}/(A)

円 ％ ％ 円 円 ％ 円 ％

6,385,066,922 100.8 98.2 7,204,568 111,066,958 1.7 △119,082,078 0.8

5,625,463,796 96.9 98.0 7,204,568 106,080,258 1.8 △147,074,204 △3.1

759,603,126 103.1 99.3 0 4,986,700 0.7 27,992,126 3.1

収入未済額（Ｄ）収　入　済　額　（Ｃ）

不納欠損額

予算現額に対する
決算額の比較
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　　　特　　　別　　　会　　　計

金　　　額 構成比

円 円 円 ％

合 計 6,504,149,000 0 6,504,149,000 100.0

国 民 健 康 保 険 5,772,538,000 0 5,772,538,000 88.8

後 期 高 齢 者 医 療 731,611,000 0 731,611,000 11.2

　　　　　　　　区　分

　会 計 別

予　　　算　　　現　　　額

予算額
継続費及び
繰越事業費
繰 　越　 額

計
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　 　　　　　歳　　出　　決　　算　　表

第　８　表

金　　　額
予算
現額
対比

継続費
逓　 次
繰　 越

繰越明許費
事故

繰越
金　　　額

予算
現額
対比

円 ％ 円 円 円 円 ％

6,149,022,306 94.5 0 0 0 355,126,694 5.5

5,420,869,641 93.9 0 0 0 351,668,359 6.1

728,152,665 99.5 0 0 0 3,458,335 0.5

支　出　済　額 不　用　額翌　年　度　繰　越　額
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第　　９　　表

３０年度 ２９年度
３０年度

（Ａ）
２９年度

（Ｂ）
３０年度 ２９年度 （Ａ）－（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 千円 ％

計 8,988,185 8,983,466 8,577,419 8,496,329 95.4 94.6 81,090 101.0

現 8,575,098 8,570,665 8,489,518 8,439,500 99.0 98.5 50,018 100.6

滞 413,087 412,801 87,901 56,829 21.3 13.8 31,072 154.7

計 3,505,441 3,431,122 3,441,947 3,351,820 98.2 97.7 90,127 102.7

現 3,435,501 3,365,840 3,415,316 3,330,168 99.4 98.9 85,148 102.6

滞 69,940 65,282 26,631 21,652 38.1 33.2 4,979 123.0

計 4,368,832 4,421,528 4,063,979 4,062,969 93.0 91.9 1,010 100.0

現 4,067,368 4,116,165 4,010,757 4,032,903 98.6 98.0 △ 22,146 99.5

滞 301,464 305,363 53,222 30,066 17.7 9.8 23,156 177.0

計 199,246 193,436 195,362 189,725 98.1 98.1 5,637 103.0

現 195,792 190,250 194,063 188,452 99.1 99.1 5,611 103.0

滞 3,454 3,186 1,299 1,273 37.6 40.0 26 102.0

市 た ば こ 税 現 308,554 311,912 308,554 311,912 100.0 100.0 △ 3,358 98.9

－
5
8
－

市　　税　　前　　年　　度　　比　　較　　表

収入済額前年度対比

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

　　　　　　　　　　　　区　　分

　項　　目

一 般 会 計 合 計

調　　定　　額 収　入　済　額 徴　収　率



計 69,680 73,946 69,680 73,946 100.0 100.0 △ 4,266 94.2

現 69,680 73,946 69,680 73,946 100.0 100.0 △ 4,266 94.2

滞 0 0 0 0 - - 0 -

計 536,432 551,521 497,897 505,957 92.8 91.7 △ 8,060 98.4

現 498,203 512,552 491,148 502,120 98.6 98.0 △ 10,972 97.8

滞 38,229 38,969 6,749 3,837 17.7 9.8 2,912 175.9

計 1,284,874 1,219,231 1,172,359 1,088,477 91.2 89.3 83,882 107.7

現 1,166,542 1,098,583 1,130,351 1,054,521 96.9 96.0 75,830 107.2

滞 118,332 120,648 42,008 33,956 35.5 28.1 8,052 123.7

－
5
9
－

入 湯 税

都 市 計 画 税

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 税



市　　　　　　　税

　　不　納

国民健康保険税

款 項 目 節 件数 金　額

件 円

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 180 2,287,546

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 5 212,500

現年度課税分 40 6,608,706

滞 納 繰 越 分 264 34,415,700

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 36 179,438

現年度課税分 40 814,294

滞 納 繰 越 分 264 4,364,230

829 48,882,414

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 750 4,815,578

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 730 1,372,281

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 594 895,621

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 4 51,370

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 4 14,900

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 4 13,980

2,086 7,163,730

2,915 56,046,144

法                    人

介 護 給 付 金

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

医 療 給 付 費

後期高齢者支援金

介 護 給 付 金

医 療 給 付 費

後期高齢者支援金

科　　　　　　目 不納欠損額

市

税

国

民

健

康

保

険

税

市 民 税

個 人

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

都 市 計 画 税 都 市 計 画 税

一　　　　　般　　　　　会　　　　　計

一 般 被 保 険 者

退職被保険者等

国　　　　　保　　　　　会　　　　　計
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欠　損　処　分　事　由　内　訳　表

第　　１０　　表

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

件 円 件 円 件 円 件 円

0 0 0 0 0 0 0 0

107 1,257,811 11 166,551 62 863,184 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 5 212,500 0 0 0 0

0 0 40 6,608,706 0 0 0 0

163 1,803,734 39 31,397,475 62 1,214,491 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

27 118,000 9 61,438 0 0 0 0

0 0 40 814,294 0 0 0 0

163 228,730 39 3,981,491 62 154,009 0 0

460 3,408,275 183 43,242,455 186 2,231,684 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

523 3,253,290 22 146,446 205 1,415,842 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

508 932,926 22 47,684 200 391,671 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

421 539,053 10 12,196 163 344,372 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4 51,370 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4 14,900 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4 13,980 0 0 0 0 0 0

1,464 4,805,519 54 206,326 568 2,151,885 0 0

1,924 8,213,794 237 43,448,781 754 4,383,569 0 0

滞納処分の執行停止以
外の時効

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　由

滞納処分の執行停止
が３年間継続

徴収不納、即時欠損
滞納処分の執行停止
中における時効
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元監第１７号 

令和元年(2019 年)8 月 26 日 

 

 茅野市長 今井  敦 様 

 

茅野市監査委員 樋 口 繁 次 

                      同    両 角 博 一 

                      同    長 田 近 夫 

  

 

 

   平成３０年度茅野市公営企業会計決算審査意見について（報告） 

 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成３０年度

茅野市公営企業会計の決算及び付属書類を審査したので、意見を付して報告い

たします。 
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平成３０年度 茅野市公営企業会計決算審査意見書 

 
 
第１ 審  査  対  象 

 平成３０年度茅野市国民健康保険診療所特別会計決算 
 平成３０年度茅野市水道事業会計決算 
 平成３０年度茅野市下水道事業会計決算 
 
 
第２ 審 査 実 施 日 

 令和元年８月５日 
令和元年８月７日 
 
 

第３ 審 査 の 方 法 

 審査にあたっては、決算報告書、損益計算書、貸借対照表、剰余金計算書、剰余金処

分計算書及びその他決算付属書類が法令に準拠して作成され、事業の経営状況及び財政

状況を適正に表示しているか、また、事業は経済性を追求するとともに、公共の福祉を

増進するよう運営されているかを主眼とし、関係者から説明を求め審査を行いました。 
 
 
第４ 審 査 の 結 果 

 審査に付された決算報告書、財務諸表及び決算付属書類は、地方公営企業関係法令に

準拠して作成されており、その計数も誤りもなく、平成３０年度の経営成績及び財政状

況を適正に表示し、事業の経営は法に定められた基本原則に基づいて運営されているも

のと認めました。 
 なお、事業の概要、予算の執行状況、経営成績、財務状況は次に述べるとおりです。 
 



 
 
 
 
 
 
 

茅野市国民健康保険診療所特別会計 
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国民健康保険診療所特別会計 

１ 事業概要 

（１）患者・利用者数の状況 
   平成３０年度の外来患者総数は、リバーサイドクリニック、泉野診療所、北山診療

所を併せて年間延２０,１６３人で、前年度に比べて５９２人の減少となっています。 
患者・利用者数の状況 

                                  （単位：人） 
      年 度 
区 分 

延患者・利用者数 一日平均患者数 
30 年度 29 年度 増 減 30 年度 29 年度 増 減 

ﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞｸﾘﾆｯｸ 外来 16,722 17,053 △331 57.9 58.2 △0.3
泉 野 診 療 所 外来 323 358 △35 6.9 7.2 △0.3
北 山 診 療 所 外来 3,118 3,344 △226 12.8 13.7 △0.9
合 計  20,163 20,755 △592 - - -

 
２ 決算の概要 

（１）収益的収入及び支出 
  ア 収 入 
    平成３０年度の収入総額は、２１９，９１４千円となり、予算現額に対して１０，

７４７千円（４．７％）の減少となりましたが、前年比３,９９７千円（１．８％）

の増加となっています。 
    医療収益では予算現額に対して８，５５２千円（４．０％）の減少、医療外収益

では３，０４４千円（１９．０％）の減少、附帯事業収益では８５２千円（２４．

７％）の増加となっています。 
  イ 支 出 
    平成３０年度の診療事業費用は２１３，５５０千円となり、不用額は１７，１１

１千円で執行率９２．６％となりました。また、前年比では、６，５２６千円（３．

１％）の増加となっています。 
    医療費用では、１５，７１９千円の不用額で執行率９３．０％、附帯事業費用で

は不用額はなく、執行率１００．０％となっています。 
（２）資本的収入及び支出 
    支出総額２，５４８千円は全て医療機器等購入費であり、国県からの補助金１，

０８０千円と他の会計からの補助金２，１５４千円及び過年度分損益勘定留保資金

１，７９２千円で補てんされています。 
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３ 経営状況 

 

  平成３０年度の損益状況は、総収益２１９，９１４千円に対して、診療事業費用は２

１３，５５０千円であり、当期純利益は６，３６４千円となっています。 
  部門別では、医療部門、附帯事業部門で５，３０１千円の損失となり、医療外部門は

１１，６６５千円の利益を計上しています。 
  前年度対比では、診療事業収益の３，９９７千円の増加と診療事業費用は、６,５２

６千円の増加で、収支差引６，３６４千円となっています。 
 

収益的収入及び支出の状況 
収 入 

項  目 平成３０年度 平成２９年度 比較増減 前年度対比 
 

医 業 収 益

円

202,607,155
円 

199,341,281 
円 

3,265,874 
％

101.6
医 業 外 収 益 13,009,036 12,927,662 81,374 100.6
附帯事業収益 4,298,142 3,648,582 649,560 117.8

合 計 219,914,333 215,917,525 3,996,808 101.8
   

支 出 
項  目 平成３０年度 平成２９年度 比較増減 前年度対比 

 
医 業 費 用

円

206,250,830
円 

201,130,367 
円 

5,120,463 
％

102.5
医 業 外 費 用 1,343,497 1,182,600 160,897 113.6
附帯事業費用 5,955,652 4,710,606 1,245,046 126.4

合 計 213,549,979 207,023,573 6,526,406 103.1
   
 

部 門 別 損 益 表 

区  分 収益（Ａ） 費用（Ｂ） 
損 益 

（Ａ）－（Ｂ） 
損益 (Ａ)
比率 (Ｂ)

 
医 業 部 門

円

202,607,155
円 

206,250,830 
円 

△3,643,675 
％

98.2
医 業 外 部 門 13,009,036 1,343,497 11,665,539 968.3
附 帯 事 業 部 門 4,298,142 5,955,652 △1,657,510 72.2

合 計 219,914,333 213,549,979 6,364,354 103.0
  



- 66 - 
 

４ 財政状況 

（１）資 産 
   資産総額は３３６，７９８千円となり、前年比較８，４０９千円の増加となりまし

た。 
主因は、現金預金１６,１０３千円の増加によるものです。 

（２）負債及び資本 
   負債・資本総額３３６，７９８千円の内訳は、負債の部では７５，５９６千円とな

り、前年と比較すると、４８５千円減となっています。 
また、資本金は１５０，５２０千円、剰余金は１１０，６８１千円であり、資本の

部合計は、２６１，２０２千円となり、前年比８，８９４千円の増加となっています。 
 
 
５ 未収金 

  未収金の状況は次のとおりです。 
 

区 分 医業未収金 医業外未収金 その他未収金 合  計 
 

３０年度末現在高 
円

31,169,115
円 

1,123,302 
円 

3,371,644 
円

35,664,061
２９年度末現在高 30,119,821 1,428,155 3,175,108 34,723,084
比 較 増 減 1,049,294 △304,853 196,536 940,977

  医業未収金の内容については、診療報酬が２か月遅れで入金となることから未収とな

っています。 
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６ 経営分析等に関する調べ 

  損益に関する比率は次表のとおりです。 
項  目 30 年度 29 年度 増減率 備   考 

総収支比率 
％

103.0
％

104.2
％ 

△1.2 
  総   収   益 

×100 
  総   費   用 

医業収支比率 98.2 99.1 △0.9 
  医  業  収  益 

×100 
  医  業  費  用 

利 益 率 3.1 4.4 △1.3 
  経  常  利  益 

×100 
 医業収益＋附帯事業収益 

給 与 費 率 66.1 63.6 2.5 
 職員給与費（退職給与引当

金含む） ×100 
 医業収益＋附帯事業収益 

 
７ 財務分析に関する調べ 

  財務分析に関する比率は次のとおりです。 
項   目 算出基礎（単位 円） 比率％

自己資金構成比率
自 己 資 本 金 ＋ 剰 余 金（267,566,800） 

×100 
(32.9)

80.7負 債 資 本 合 計（331,473,404） 

固 定 比 率
固 定 資 産（131,619,644） 

×100 
(131.2)

49.2自己資本金＋利益剰余金（267,566,800） 
固 定 資 産 対

長 期 資 本 比 率

固 定 資 産（131,619,644） 
×100 

(50.7)
44.9資本金＋剰余金＋固定負債  （293,029,592） 

流 動 比 率
流 動 資 産（199,853,760） 

×100 
(788.4)

1,186.4流 動 負 債（16,844,901） 
※ 比率欄の上段の（  ）内は前年度数値 
 

８ 利益剰余金処分案 

 平成３０年度は、６，３６４千円の純利益を計上したことから、１１７，０４６千円

を翌年度への繰越利益剰余金とする剰余金処分案は適切なものです。 
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９ む す び 

 平成３０年度は、３つの診療所の患者数が前年度に比べて、５９２人（２．９％）の

減少となっています。医療収益と附帯事業収益の合計は、２０６,９０５千円（前年度

比３，９１５千円で１．９％の増）、医療費用と附帯事業費用の合計は、２１２,２０６

千円（前年度比６,３６５千円で３．１％の増）になっており、この結果、医業および

附帯事業の収支の合計は、５，３０１千円（対前年度比２，４５０千円の減）の損失と

なっています。 
また、総利益は２１９,９１４千円で前年度に比べ３,９９６千円の増加、総費用は２

１３,５５０千円で前年度より６,５２６千円の増になり、収支差引６,３６４千円の純利

益を生じています。 
収益的収支の決算状況は、昨年度は、一般会計からの補助金は、６,６８６千円（北

山診療所赤字相当額及び医療機器購入代）であり、この補助金により黒字決算になって

いますが、さらに、医療の質の向上を図られるとともに、健全経営に努められたい。 
今後、茅野市の高齢化率は、さらに高くなると予想され、一人暮らしの高齢者、高齢

者だけの世帯も増加傾向にあります。住民要望による在宅医療等の必要性はさらに高ま

っていくと思われます。今後も、病院との機能分担や連携をとりながら、訪問等地域と

触れ合う医療で、地域に信頼される診療所となるよう期待いたします。 



貸　方　（収益）

金額

（Ａ）－（Ｂ）

円 ％ 円 ％ 円 ％

１　医業収益 202,607,155 92.1 199,341,281 90.8 3,265,874 101.6

　　外来収益 170,842,552 77.7 168,943,991 77.0 1,898,561 101.1

　　その他医業収益 31,764,603 14.4 30,397,290 13.8 1,367,313 104.5

２　医業外収益 13,009,036 5.9 12,927,662 7.8 81,374 100.6

　　受取利息配当金 327,175 0.1 310,605 0.5 16,570 105.3

　　他会計補助金 6,686,000 3.3 7,016,000 5.0 △ 330,000 95.3

　　長期前受金戻入 5,104,695 2.3 4,721,909 2.0 △1,793,114 108.1

　　その他医業外収益 891,166 0.4 879,148 0.3 12,018 101.4

３　附帯事業収益 4,298,142 2.0 3,648,582 1.4 649,560 117.8

　　介護保険事業収益 4,298,142 2.0 3,648,582 1.4 649,560 117.8

4　特別収益 0 0.0 0 0.0 0 －

　　その他特別収益 0 0.0 0 0.0 0 －

診療事業収益 219,914,333 100.0 215,917,525 100.0 3,996,808 101.9

借　方　（費用）

金額

（Ａ）－（Ｂ）
円 ％ 円 ％ 円 ％

１　医業費用 206,250,830 96.6 201,130,367 97.8 5,120,463 102.5

　　給 与 費 111,325,381 52.2 103,815,755 43.8 7,509,626 107.2

　　材 料 費 19,705,618 9.2 19,498,217 10.3 207,401 101.1

　　経　　費 58,157,845 27.2 62,419,749 34.5 △ 4,261,904 93.2

　　減価償却費 16,109,477 7.5 14,029,234 8.8 2,080,243 114.8

　　資産減耗費 0 0.0 12,338 0.0 △ 12,338 0.0

　　研究研修費 952,509 0.5 1,355,074 0.4 △ 402,565 70.3

２　医業外費用 1,343,497 0.6 1,182,600 0.6 160,897 113.6

　　その他雑損失 110,797 0.1 0 0 110,797 0.0

　　消費税及び
　　地方消費税

1,232,700 0.5 1,182,600 0.6 50,100 104.2

３　附帯事業費用 5,955,652 2.8 4,710,606 1.6 1,245,046 126.4

　　給 与 費 5,685,649 2.7 4,449,382 1.5 1,236,267 127.8

　　経　　費 270,003 0.1 261,224 0.1 8,779 103.4

4　特別損失 0 0 0 0 0 　　　　　　－

診療事業費用 213,549,979 100.0 207,023,573 100.0 6,526,406 103.2

比較損益計算書

　　　　　　　　　　区分

科目

３０年度 ２９年度 比較増減

金額（Ａ） 構成比 金額（Ｂ） 構成比 （Ａ）／（Ｂ）

　　　　　　　　　　区分

科目

３０年度 ２９年度 比較増減

金額（Ａ） 構成比 金額（Ｂ） 構成比 （Ａ）／（Ｂ）
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水 道 事 業 会 計 

１ 事業の概要 

（１）建設改良事業の状況 
     
    ①導水施設工事 総延長 ３２５．６ｍ  
    ②送水施設工事 総延長 ２，９７８.１ｍ    
    ③配水施設工事 総延長 ３，０８５.２ｍ 
 
 （２）業務状況 
    当年度の業務状況は次表のとおりです。 
  

区  分 ３０年度 ２９年度 比較増減 前年度対比 
給水区域内人口（人） 53,708 53,988 △280 99.5
現在給水人口（人） 53,646 53,926 △280 100.5
普 及 率  （％） 99.9 99.9 0 100.0
給水戸数   （戸） 22,779 22,810 △31 99.9
一日平均配水量（ /日) 25,314 25,047 267 101.1
年間総配水量 （ ） 9,239,701 9,142,155 97,546 101.1
年間総有収水量（ ） 7,266,550 7,189,226 77,324 101.1
有 収 率  （％） 78.6 78.6 0 100.0
職 員 数  （人） 19 18 1 105.6

  ① 当年度の給水人口は５３，６４６人で、前年度と比較して２８０人（０．５％）の

減少となっています。 
  ② 当年度の給水戸数は２２，７７９戸で、前年度と比較して３１戸（０．１％）の減

少となっています。 
  ③ 当年度の年間総配水量は９，２３９，７０１ で、前年度と比較して９７，５４６

 （１．１％）増加しています。 
  ④ 当年度の年間総有収水量は７，２６６，５５０ で、前年度と比較して７７，３２

４ （１．１％）増加しています。 
  ⑤ 当年度の有収率は７８．６％で、前年度と同様となっています。 
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２ 予算の執行状況 

 （１）収益的収入及び支出（消費税含む） 
    当年度の予算の執行状況は次の表のとおりです。 
 
 収益的収入                           （単位 円：％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

水道事業収益 1,386,601,000 100.0 1,407,917,203 100.0 21,316,203 101.5
 営業収益 1,225,136,000 88.4 1,218,038,474 86.5 △7,097,526 99.4
 営業外収益 161,465,000 11.6 189,878,729 13.5 28,413,729 117.6
 特別収益 0 － 0 － 0 －

 
 収益的支出                           （単位 円：％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
不 用 額 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

水道事業費用 1,137,728,000 100.0 987,357,392 100.0 150,370,608 86.8
 営業費用 1,100,133,000 96.7 974,642,600 98.7 125,490,400 88.6
 営業外費用 37,595,000 3.3 12,714,792 1.3 24,880,208 33.8
 特別損失 0 － 0 － 0 －

 予備費 0 - 0 － 0 －

      
水道事業収益は、予算額に対して２１，３１６，２０３円の増加となっているが、

これは主に営業外収益の増加によるものです。 
     水道事業費用は、予算額に対して１５０，３７０，６０８円の不用額を生じて

いるが、これは主に営業費用の減少によるものです。 
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 （２）資本的収入及び支出（消費税を含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
 
資本的収入                           （単位 円：％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的収入 888,418,000 100.0 860,240,128 100.0 △28,177,872 96.8
 分 担 金 43,200,000 4.9 35,748,000 4.2 △7,452,000 82.7
 負 担 金 
 企 業 債 
  国庫補助金 

7,500,000
750,000,000
53,750,000

0.8
84.4
6.1

7,876,928 
740,000,000 
42,650,000 

0.9 
86.0 
5.0 

376,928
△10,000,000
△11,100,000

105.0
98.7
79.3

寄 附 金 3,000 0.0 0 － △3,000 －

他会計貸付償還元金 33,965,000 3.8 33,965,200 3.9 200 100.0

 
資本的支出                           （単位 円：％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的支出 1,652,542,000 100.0 1,494,844,610 100.0 38,977,200 118,720,190 90.5

 建設改良費 1,575,135,000 95.3 1,417,437,996 94.8 38,977,200 118,719,804 90.0
 企業債償還金 77,407,000 4.7 77,406,614 5.2 0 386 100.0

 
資本的収入は、予算額に対して２８，１７７，８７２円の減少となっていますが、こ

れは主に分担金、企業債、国庫補助金の減少によるものです。 
資本的支出は、予算に対して１１８，７２０，１９０円の不用額を生じているが、これ

は主に建設改良費の減少によるものです。 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額６３４，６０４，４８２円は、損益勘定留保資

金３１７，５３７，７２１円、建設改良積立金１７５,８５３,０００円、減債積立金７７,４
０６,６１４円及び消費税資本的収支調整額等６３,８０７,１４７円で補てんされています。 
たな卸資産購入限度額の執行額は、７０,９１０,８５６円で、これに伴う仮払消費税額は

５,２５２,６５６円である。 
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 ３ 経営成績（消費税抜） 

  当年度における総収益は１，２８４，２２２，３５６円で、前年度に比較して１２，

９３７，０２６円（１．０％）の増加となっています。 
  一方、総費用は９６７，８６７，３３６円で、前年度に比較して４９，１６９,１２

９円（５．１％）の減少となっています。 
  この結果、当年度末の純利益は３１６，３５５，０２０円となり、前年度に比較して

６２，１０６，１５５円（１９．６％）の増加となっています。当年度未処分利益剰余

金５６９，６１４，６３４円は、減債積立金の積立に１８３，７２４，４６４円処分予

定であり、３８６，８９０，１７０円は資本金への組入れの予定となっています。 
  総収益及び総費用の推移は次表のとおりです。 
                                （単位 円：％） 

区分 
 
年度 

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ） 純利益（Ａ）－（Ｂ） 総収益の

総費用に

対する比 金 額 
前年度

対 比
金 額 

前年度 
対 比 

金 額 
前年度

対 比

２６ 1,375,684,633 114.9 992,902,467 92.4 382,782,166 312.9 138.6

２７ 1,349,986,329 98.1 998,224,695 100.5 351,761,634 91.9 135.2

２８ 1,311,838,121 97.2 997,865,452 100.0 313,972,669 89.3 131.5

２９ 1,271,285,330 96.9 1,017,036,465 101.9 254,248,865 81.0 125.0
３０ 1,284,222,356 101.0 967,867,336 95.2 316,355,020 122.4

（１）収 益 
  ① 営業収益は１，１２９，５５３，２３６円で、主なものは給水収益１，１０９，

５１６，８２４円です。前年度に比較して、１４，６９２，９８６円（１．３％）

の増加となっています。これは主に、有収水量の増、受託工事業務の増加によるも

のです。給水収益の推移は次表のとおりです。 
                               （単位 円：％） 

区分 
年度 

調定額 
前年度 
対 比 

指数 収入済額 収納率 

２４ 1,118,971,936 100.8 100.8 1,013,788,574 90.6
２５ 1,135,515,843 101,5 102.3 1,029,912,870 90.7
２６ 1,176,915,737 103.6 106.0 1,061,577,995 90.2
２７ 1,142,558,558 97.1 102.9 1,034,015,495 90.5
２８ 1,115,225,910 97.6 100.4 1,011,509,900 90.7
２９ 1,094,823,838 98.2 98.6 990,815,573 90.5
３０ 1,109,516,824 101.3 99.2 

                          指数は２４年度を１００とした 
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  ② 営業外収益は１５４，６６９，１２０円で、主なものは、預金利息７，８２３，

５８５円、他会計補助金８，２７４，０００円、長期前受金戻入１３３，６３０，

５５６円、雑収益４，９４０，９７９円です。 
    前年度に比較して４，０９５，１６５円（２．６％）の減少となっています。 
（２）費 用 
  ① 営業費用は９５３,９８３，１２６円で、主なものは減価償却費４４２，５９２,

７７６円、配水及び給水費２０６，７１７，３３８円、原水及び浄水費１１３，７

６４，３１３円等です。前年度に比較して４６，４３６,１８４円（４．９％）の

減少となっています。 
  ② 営業外費用は１３，８８４，２１０円で、内容は支払利息１０，９０４，２８８

円、雑支出２，９７９，９２２円です。前年度に比較して２，７３２，９４５円（１

９．７％）の減少となっています。 
  ③ 特別損失はありません。 
 
   費用を性質別に区分すると次表のとおりです。 
                                （単位 円：％） 

項目 
３０年度 ２９年度 

比較増減 
前年度

対 比金 額 
構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

職 員 給 与 費 127,407,143 13.2 160,626,019 15.8 △33,218,876 79.3
備・消耗品費 2,432,311 0.3 2,757,238 0.3 △324,927 88.2
通 信 運 搬 費 12,443,679 1.3 11,521,265 1.1 922,414 108.0
委 託 料 91,396,857 9.4 99,666,800 9.8 8,269,943 91.7
賃 借 料 11,617,262 1.2 11,797,237 1.2 △176,975 98.5
修 繕 費 15,562,800 1.6 25,094,141 2.5 △9,531,341 62.0
路 面 復 旧 費 2,735,700 0.3 1,962,540 0.2 773,160 139.4
工 事 請 負 費 48,780,044 5.0 54,185,765 5.3 △5,405,721 90.0
動 力 費 55,084,955 5.7 51,736,001 5.1 3,348,954 106.5
薬 品 費 2,425,950 0.3 2,317,900 0.2 108,050 104.7
材 料 費 65,133,999 6.7 80,742,039 7.9 △15,608,040 80.7
負 担 金 30,690,552 3.2 28,898,180 2.8 1,792,372 106.2
減 価 償 却 費 442,592,776 45.7 446,603,527 43.9 △4,010,751 99.1
固定資産除却費 31,261,885 3.2 13,806,734 1.4 17,455,151 226.4
企 業 債 利 息 10,904,288 1.1 12,866,656 1.3 △1,962,368 84.7
その他物件費 12,485,889 1.3 12,457,423 1.2 28,466 100.2
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特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0
貸 倒 引 当 金 4,911,246 0.0 0 0.0 4,911,246 皆増

合 計 967,867,336 100.0 1,017,036,465 100.0 △49,169,129 95.2
    費用の性質別構成比を見ると、前年度と同じく減価償却費の４５．７％が最も

高く、次いで職員給与費１３．２％、委託料９．４％の順になっています。 
    また、前年度に比較して、主に、固定資産除去費、動力費が増加し、委託料、修

繕費、材料費が減少しています。 
 
    職員の労働生産性の推移は次表のとおりです。 

            年度 
区分 

３０年度 ２９年度 ２８年度 
全国平均 
（29 年度）

職員１人当たりの給水人口 （人） 2,980 2,996 3,002 4,075
職員１人当たりの給水量  （ ） 403,697 399,401 399,535 451,260
職員１人当たりの営業収益（千円） 62,753 61,807 62,987 80,957
損益勘定職員数      （人） 13 13 12 8

（注） 全国平均とは、平成２９年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用都市のう

ち給水人口５万人以上１０万人未満の都市の全国平均をいいます。（以下同じ） 
    前年度より、職員１人当たりの給水量は減少し、職員１人当たりの営業収益も

減少しています。 
 
（３）損益に関する比率 
   損益に関する比率の推移は次表のとおりです。 

区  分 算   式 30 年度 29 年度 28 年度 全国平均

総資本利益率
当 年 度 純 利 益  

×100 1.9 1.6 2.0 1.1
平 均 総 資 本 

総収支比率
総 収 益 

×100 132.7 125.0 131.5 112.1
総 費 用 

営業収支比率
営業収益－受託工事収益 

×100 116.9 109.9 114.7 102.4
営業費用－受託工事費用 

① 総資本利益率は１．９％で、前年度に比較して０．３ポイント上昇しています。

この比率は、企業の収益性を示すもので、指数が高いほどよいとされています。 
② 総収支比率は１３２．７％で、前年度に比較し７．７ポイント上昇しています。 
③ 営業収支比率は１１６．９％で、前年度に比較し７．０ポイント上昇しています。 
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（４）有 収 率 
   有収率の推移は次表のとおりです。 
                                 （単位：％） 

区  分 ３０年度 ２９年度 ２８年度 ２７年度 ２６年度 
茅 野 市 78.6 78.6 78.6 78.6 78.6
全国平均 － － 88.2 88.1 88.1

 
（注）有収率＝

年間有収水量 
年間総排水量 

   有収率は７８．６％で、前年と同様となっています。この比率は、料金として徴収

される水量の割合を表すもので、高いほどよいとされています。 
 
（５）供給単価と給水原価 
   供給単価と給水原価の推移は次表のとおりです。 

       年度 
区分 

３０年度 ２９年度 ２８年度 

 
１ 当たり供給単価 

円銭 
152.69 

円銭 
152.29 

円銭

155.07
１ 当たり給水原価 112.77 120.08 117.68

人 件 費 17.53 22.34 22.30
資 本 費 62.41 63.91 63.95
そ の 他 の 経 費 31.85 33.81 31.43
１ 当たり販売利益 39.91 32.21 37.39

（注） １ 供給単価＝ 
給水収益  

年間総有収水量 

    ２ 給水原価＝ 
経常費用－（受託工事費＋材料売却原価+附
帯事業費）－長期前受金戻入 

 

年間総有収水量 

    ３ 資 本 費＝ 
減価償却費等＋企業債利息  

年間総有収水量 

   有収水量１ 当たりの供給単価は１５２円６９銭、これに対する給水原価は１１

２円７７銭で、３９円９２銭の販売利益となっています。前年度に比較して、供給単

価は４０銭の増加、給水原価は７円３１銭の減少、販売利益は７円７０銭の増加と

なっています。 
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（６）施設の利用状況 
   施設の利用状況は次表のとおりです。 
 

          年度 
区分 

３０年度 ２９年度 ２８年度 
全国平均 

（２９年度）

１日最大配水量（ ） Ａ 32,633 32,386 31,606 －

１日平均配水量（ ） Ｂ 25,314 25,047 25,056 －

１日配水能力（ ）  Ｃ 37,500 37,500 41,300 －

施設利用率（％） Ｂ／Ｃ 67.5 66.8 60.7 59.7
負荷率（％）   Ｂ／Ａ 77.6 77.3 79.3 84.9
最大稼働率（％） Ａ／Ｃ 87.0 86.4 76.5 70.4

①  施設利用率が６７．５％で、前年度に比較して０．７ポイント上昇しています。

この比率は、配水施設が有効に利用されているかを判断するものです。 
②  最大稼働率は８７．０％で、前年度と比較して０．６ポイント上昇しています。 

 
４ 財政状況 

（１）資 産 
   前年度末における資産の総額は、１７,１０２,９４３,４０３円で、前年度に比較し

て８９９,２９６,５９７円の増加となっています。 
①  固定資産は１３,６２０,９６７,０５５円で、有形固定資産１３,２７０,９４０,

５０４円及び無形固定資産１８０，２００，５５１円です。また、長期貸付金で

ある投資が１６９，８２６，０００円となっています。前年度に比較して８２０，

７０１，４０１円（６．０％）の増加となっています。 
②  流動資産は３，４８１，９７６，３４８円で、現金預金３，２０４，９４８，

３１８円、未収金２６７，７０３，３４８円、貯蔵品１４，１５９，５５２円、

前払金７５，１９０円です。前年度に比較して１４，１５９，５５２円（２．３％）

の増加となっています。これは主に現金預金の増加です。 
      未収金の内訳は次表のとおりです。 
                                 （単位：円） 
    

区分 
年度 

水道料金 
受託工事

収益 
分担金 その他 計 

当年度分 108,712,538 0 0 80,475,601 189,188,139
過年度分 78,507,373 0 0 7,776 78,515,149

計 187,219,911 0 0 80,483,377 267,703,288
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なお、未収金２６７，７０３，２８８円は、平成３０年５月３１日までに１３０，８１

８，０３６円が収納され、残額は１３０，８８５，２５２円となっています。このうち水

道料金の未収額は１８７，２１９，９１１円で、前年同期９４,６９３,３２１円と比較し

て９２，５２６,５９０円（４９．４％）の増となっています。 
 水道料金の当年度不納欠損処分額は４，７３６，９１４円であり、前年度１１，５０

７，１３９円と比較して６，７７０，２２５円の減となっています。 
 
 
 
（２）負債及び資本 
   当年度末における負債及び資本の合計は１７，１０２，９４３，４０３円で、負債

が３，３６２，８１０，７２５円、資本が１１，８４７，８７８，２４７円となって

います。 
① 固定負債１，７４６，３２４，０２８円は、引当金３０７，７０４，３１２円、

建設改良費等の財源に充てるための企業債の１，４３８，６１９，７１６円とな

っています。 
 

② 流動負債は１４５，９３０，４０３円で、建設改良費等の財源に充てるための企

業債５７，６２０，６９９円、未払金３２，５１３，２８７円、前受金３，９９

０，０００円、引当金４６，２７８，４０１円、その他流動負債は５，５２８，

０１６円となっています。前年度に比較して５８，２４５，４６８円（３９．９％）

の減少となっています。これは主に、未払金、企業債、その他の流動負債の減少

によるものです。 
 

③ 資本金は、自己資本金９，７７４，１８９，６７２円です。前年度に比較して３

５８，０６１，３１２円（３．７％）の増加となっています。 
 

④ 剰余金は利益剰余金が、２，０７３，６８８，５７５円で、減債積立金が６２５，

５５５，３４８円、建設改良積立金が８７８，５１８，５９３円、当年度未処分

利益剰余金が５６９，６１４，６３４円です。前年度に比較して４１，７０６，

２９２円（２．０％）の減少となっていますが、これは、主に建設改良積立金の

減少によるものです。 
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（３）財務比率 
   財務比率の推移は次表のとおりです。 

（単位 ％） 
区 分 算    式 30 年度 29 年度 28 年度 全国平均

自 己 資 本  
構 成 比 率  

自己資本 
×100 69.3 71.2 70.3 70.4

総 資 本  

固 定 比 率
固定資産 

×100 115.0 110.0 110.9 123.4
自己資本 

固定資産対  
長期資本比率

固定資産 
×100 100.2 101.6 101.9 90.2

資本金＋剰余金＋固定負債 

流 動 比 率
流動資産 

×100 2386.1 1,666.9 1,374.1 355.5
流動負債 

当 座 比 率 
現金預金＋未収金 

×100 2,379.7 1,659.4 1,372.3 337.6
流動負債 

 全国平均は、平成２９年度給水人口５万人以上１０万人未満都市の全国平均です。 
  ① 自己資本構成比率は６９．３％で、前年度に比較して１．９ポイント低下してい

ます。この比率は、大きいほど経営の安全性が高いとされています。 
② 固定比率は１１５．０％で前年度と比較して５ポイント上昇しています。この比

率は１００%以下が望ましいとされているが、公営企業のような膨大な設備の取

得を企業債に依存する企業では必然的にこの比率は大となります。 
  ③ 固定資産対長期資本比率は１００．２％で、前年度と比較して１．４ポイント低

下しています。この比率は、固定資産の調達が資本金、剰余金及び固定負債の範囲

で行われているかどうかを示すもので、１００％以下であることが理想とされて

います。 
  ④ 流動比率は２，３８６．１％、で、前年度に比較して７１９．２ポイント、当座

比率は、２，３７９．７％で、７２０．３ポイントそれぞれ上昇しています。この

比率は、企業の支払能力を示すものであり、流動比率は２００％以上、当座比率は

１００％以上が理想とされている。 
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５ むすび 

 

  平成３０年度のキャッシュ・フロー計算書（間接法）によると、業務活動は、

564,023,782 円であります。投資活動によるものは、マイナス 1,232,210,933 円、財務

活動によるものは、696,558,586 円となっており、業績はおおむね順調であります。 
  本年は、前年に比べ給水人口は減少しているものの、大口企業の有収水量が増加し、

給水収益は 14,692,986 円の増収となっています。 
  今後とも、未収入の減少に努めるとともに、水道事業の PR を通じた納税思想の醸

成に努め、収入の確保を図っていただきたい。 
  また、近年の多発している災害等を教訓として、施設や配水管の耐震化を図り、安全

でおいしい水の供給に努めていただきたい。 
 



　　　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,129,553,236 88.0 1,112,521,045 87.5 17,032,191 101.5 99.6 98.1

給 水 収 益 1,109,516,824 86.4 1,094,823,838 86.1 14,692,986 101.3 99.5 98.2

受託工事収益 15,274,824 1.2 13,360,219 1.1 1,914,605 114.3 110.5 96.7

その他営業収益 4,761,588 0.4 4,336,988 0.3 424,600 109.8 101.0 92.0

154,669,120 12.0 158,764,285 12.5 △ 4,095,165 97.4 87.3 89.6

受 取 利 息 7,823,585 0.6 8,353,596 0.7 △ 530,011 93.7 26.3 28.0

他会計補助金 8,274,000 0.6 8,274,000 0.7 0 100.0 100.4 100.4

長期前受金戻入 133,630,556 10.4 140,551,312 11.1 △ 6,920,756 95.1 96.7 101.8

雑 収 益 4,940,979 0.4 1,585,377 0.1 3,355,602 311.7 449.3 144.2

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

1,284,222,356 100.0 1,271,285,330 100.0 12,937,026 101.0 97.9 96.9

すう勢比率

３０年度 ２９年度

合 計

平成３０年度 平成２９年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

953,983,126 98.6 1,000,419,310 98.4 △ 46,436,184 95.4 97.7 102.4

原水及び浄水費 113,764,313 11.8 116,938,083 11.5 △ 3,173,770 97.3 107.4 110.4

配水及び給水費 206,717,338 21.4 235,347,887 23.1 △ 28,630,549 87.8 92.0 104.7

受 託 工 事 費 966,200 0.1 435,600 0.0 530,600 221.8 126.7 57.1

業 務 費 78,691,576 8.1 79,222,277 7.8 △ 530,701 99.3 105.2 105.9

総 係 費 79,989,038 8.3 108,065,202 10.6 △ 28,076,164 74.0 69.4 93.7

減 価 償 却 費 442,592,776 45.7 446,603,527 43.9 △ 4,010,751 99.1 99.4 100.3

資 産 減 耗 費 31,261,885 3.2 13,806,734 1.4 17,455,151 226.4 305.0 134.7

その他営業費用 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

13,884,210 1.4 16,617,155 1.6 △ 2,732,945 83.6 66.4 79.4

支 払 利 息 10,904,288 1.1 12,866,656 1.3 △ 1,962,368 84.7 73.8 87.1

雑 支 出 2,979,922 0.3 3,750,499 0.4 △ 770,577 79.5 48.4 60.9

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

小 計 967,867,336 100.0 1,017,036,465 100.0 △ 49,169,129 95.2 97.0 101.9

316,355,020 － 254,248,865 － 62,106,155 124.4 100.7 81.0

1,284,222,356 － 1,271,285,330 － 12,937,026 101.0 97.9 96.9

（注）すう勢比率は、平成２８年度を１００とした。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

合 計

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

　　　　　　　　区　分

　科　目

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用

平成３０年度 平成２９年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

３０年度 ２９年度
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　　　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

13,620,967,055 79.0 12,800,265,654 78.0 820,701,401 106.4 108.9 102.3

有形固定資産 13,270,940,504 76.6 12,411,473,903 75.3 859,466,601 106.9 109.9 102.7

土 地 429,663,897 2.7 429,663,897 2.7 0 100.0 100.0 100.0

建 物 93,752,200 0.1 9,114,146 0.1 84,638,054 1,028.6 987.7 96.0

構 築 物 12,291,367,942 68.8 11,146,765,066 69.5 1,144,602,876 110.3 110.3 100.0

機械及び装置 406,919,164 2.6 426,623,500 2.7 △ 19,704,336 95.4 94.5 99.1

車輛及び運搬具 2,901,024 0.0 4,754,775 0.1 △ 1,853,751 61.0 34.3 56.3

工具器具及び備品 12,666,277 0.1 9,228,443 0.0 3,437,834 137.3 300.1 218.6

建 設 仮 勘 定 33,670,000 2.4 385,324,076 0.3 △ 351,654,076 8.7 64.4 0.0

無形固定資産 180,200,551 1.1 185,000,551 1.2 △ 4,800,000 97.4 94.8 97.4

施 設 利 用 権 185,000,551 1.1 185,000,551 1.2 0 100.0 94.8 97.4

投 資 169,826,000 1.3 203,791,200 1.5 △ 33,965,200 83.3 71.4 85.7

長 期 貸 付 金 169,826,000 1.3 203,791,200 1.5 △ 33,965,200 83.3 71.4 85.7

3,481,976,348 21.0 3,403,381,152 22.0 78,595,196 102.3 98.5 96.3

現 金 預 金 3,204,948,318 19.6 3,176,576,883 20.6 28,371,435 100.9 96.9 96.1

未 収 金 262,793,288 1.3 206,796,577 1.3 55,996,711 127.1 126.7 99.7

貯 蔵 品 14,159,552 0.1 14,432,502 0.1 △ 272,950 98.1 99.9 101.8

前 払 金 75,190 0.0 5,575,190 0.0 △ 5,500,000 1.3 10,627.2 78.8

17,102,943,403 100.0 16,203,646,806 100.0 899,296,597 101.0 102.8 101.8

すう勢比率

３０年度 ２９年度

合 計

平成３０年度 平成２９年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

固 定 資 産

流 動 資 産
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比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,746,324,028 10.2 1,061,855,756 6.6 684,468,272 164.4 174.5 106.1

企 業 債 1,438,619,716 8.4 756,240,415 4.7 682,379,301 190.2 196.1 103.1

引 当 金 307,704,312 1.8 305,615,341 1.9 2,088,971 100.7 115.3 114.5

145,930,403 0.8 204,175,871 1.3 △ 58,245,468 71.5 56.7 79.4

企 業 債 57,620,699 0.3 77,406,614 0.5 △ 19,785,915 74.4 76.4 102.6

未 払 金 32,513,287 0.2 69,979,976 0.4 △ 37,466,689 46.5 34.1 73.5

前 受 金 3,990,000 0.0 4,060,000 0.0 △ 70,000 98.3 94.8 96.5

引 当 金 46,278,401 0.2 44,968,401 0.3 1,310,000 102.9 76.1 73.9

その他流動負債 5,528,016 0.1 7,760,880 0.0 △ 2,232,864 71.2 25.5 35.9

繰 延 収 益 3,362,810,725 19.7 3,406,091,952 21.0 △ 43,281,227 98.7 95.9 97.1

長 期 前 受 金 6,597,937,396 6,513,671,716 84,265,680
収 益 化 累 計 額 △ 3,235,126,671 △ 3,107,579,764 △ 122,533,842

（ 負 債 合 計 ） 5,255,065,156 30.7 4,672,123,579 28.8 582,941,577 112.5 110.3 98.0

9,774,189,672 57.1 9,416,128,360 58.1 358,061,312 103.8 107.3 103.4

2,073,688,575 12.2 2,115,394,867 13.1 △ 41,706,292 98.0 95.5 97.4

減 債 積 立 金 625,555,348 3.7 702,961,962 4.3 △ 77,406,614 89.0 81.2 91.2

建設改良積立金 878,518,593 5.2 940,674,040 5.8 △ 62,155,447 93.4 96.0 102.8

当年度未処分
利益剰余金

（ 資 本 合 計 ） 11,847,878,247 69.3 11,531,523,227 71.2 316,355,020 102.7 105.1 102.3

17,102,943,403 100.0 16,203,646,806 100.0 899,296,597 105.5 106.6 101.0

（注）すう勢比率は、平成２８年度を１００とした。

固 定 負 債

合 計

流 動 負 債

資 本 金

剰 余 金

　　　　　　　　区　分

　科　目

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

平成３０年度 平成２９年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

３０年度
２９年

度

97.03.3569,614,634 471,758,865 2.9 △ 14,516,882 121.0 117.1
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　水　　道　　事　　業

平成30年度 平成29年度

人 53,646 53,926

戸 22,779 22,810

１３ｍｍ 個 27,105 26,847

２０ｍｍ 個 705 705

２５ｍｍ 個 343 343

３０～４０ｍｍ 個 199 198

５０～７５ｍｍ 個 128 128

計 個 28,480 28,221

 9,239,701 9,142,155

 7,266,550 7,189,226

％ 78.6 78.6

 25,314 25,047

 32,633 32,386

 19,908 19,697

円／ 152.69 152.29

円／ 112.77 120.08

円 1,296 1,296

一 般 家 庭 用  ／日 12,631 12,508

工 場 用  ／日 3,574 3,539

そ の 他  ／日 3,703 3,650

計  ／日 19,908 19,697

ｋｍ 697.97 693.95

年　　度　　比　　率　

年 間 １ 日 平 均 配 水 量

年 間 １ 日 最 大 配 水 量

年 間 １ 日 平 均 有 収 水 量

供 給 単 価

現 在 給 水 人 口

給 水 戸 数

口
径
別
メ
ー
タ
ー
設
置
数

年間総配水量　　（Ａ）

年間総有収水量　　（Ｂ）

項　　　　目 単位

　　　　　　　　　　　　　　１3
　　　　　　　　　18
　　　　　　　　　　　　　　　5

人
　　　　　　　　　　　　　　13
　　　　　　　　　19
　　　　　　　　　　　　　　　6

有　　収　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

給 水 原 価

家 庭 用 １ ０  当 た り 料 金

用
途
別
有
収
水
量

導 送 配 水 管 延 長

　　　　　　　　　　　　損益勘定
職　　員　　数
　　　　　　　　　　　　資本勘定

-85-



業　務　実　績　表

％ ％ ％

54,035 99.5 99.3 99.8 年度末現在

22,538 99.9 101.1 101.2 　　　〃

26,608 101.0 101.9 100.9 年度末現在

699 100.0 100.9 100.9 　　　〃

341 100.0 100.6 100.6 　　　〃

197 100.5 101.0 100.5 　　　〃

129 100.0 99.2 99.2 　　　〃

27,974 100.9 101.8 100.9 　　　〃

9,145,435 101.1 101.0 100.0 年　度　額

7,191,626 101.1 101.0 100.0 　　　〃

78.6 100.0 100.1 100.1 　　　〃

25,056 101.1 101.0 100.0

31,606 100.8 103.2 102.5

19,703 101.1 101.0 100.0

155.07 98.2 98.5 98.2

117.68 93.9 95.8 102.0

1,296 100.0 100.0 100.0

12,527 101.0 100.8 99.8

3,575 101.0 100.0 99.0

3,601 101.5 102.8 101.4

19,703 101.1 101.0 100.0

693.74 100.6 100.6 100.0

　　　　（注）　すう勢比率は、２８年度を１００とした。

　　　　　　　　　　　　　　12
　　　　　　　　　18
　　　　　　　　　　　　　　　6

105.6 年度末現在100.0105.6

平成28年度
前年度対比 備　　　考

すう勢比率

３０年度 ２９年度
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３０年度 ２９年度 ２８年度
項　　　　目 単位

年度比較 ２９年度給水人口５
万人以上10万人未
満都市の全国平均

構
　
成
　
比
　
率

％

％

％

％

％

79.0

21.0

11.7

1.3

71.2

86.8固 定 資 産 構 成 比 率

流 動 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

当 座 比 率

現 金 比 率

総 資 本 回 転 比 率

自 己 資 本 回 転 比 率

財
　
務
　
比
　
率

回
　
転
　
率

流動資産対固定資産比率

固 定 比 率

固定資産対長期資本比率

流 動 比 率

％

％

％

％

％

％

回

回

79.6

20.4

19.0

0.9

69.3

25.6

115.0

100.2

2,386.1

2,379.7

2,196.2

0.07

0.11

26.6

111.0

101.6

1,666.9

1,659.4

1,555.8

0.07

0.10

78.0

22.0

11.3

1.6

70.3

28.3

110.9

101.9

1,374.1

1,372.3

1,285.2

0.07

0.11

13.2

25.9

3.7

70.4

304.3

0.09

0.13

15.1

123.4

90.2

355.5

337.6
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　　分　析　比　率　表　　（　１　）

固定資産

総 資 産

流動資産

総 資 産

流動負債

総 資 産

自己資本

総 資 本

流動資産

固定資産

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

資産額に対する流動資産の百分率で、公営企業においては、固
定資産の額が大であるため、この率は必然的に小となる。

流動比率は、１年以内に現金化できる資産と１年以内に返済すべ
き負債とを比較するもので、短期支払い能力を判定するために利
用される。指数は100％以上であることが必要であり、100％未満で
あれば不良債権が発生していることになる。

流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と流動負債とを対比させたもので、短期債務に対する支払
い能力を表している。

平均自己資本

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払い能力をみ
るために流動比率や当座比率とともに計算されるのが通例である。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表
すものである。したがってこの率は高い方が良い。

×100

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用
度を表すものである。

平均総資本

営業収益－受託工事収益

算　　　　　式

現金預金＋未 収 金

流　動　負　債

営業収益－受託工事収益

×100

×100

×100

×100

×100

×100

説　　　　　明

固定負債＋借入資本

総　資　本

資本金＋剰余金＋固定負債

固　定　資　産

×100

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業の場
合は、設備拡張を全面的に企業債に依存しているので、この率が
大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、小さいほど健全
である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この比率は大き
いほど健全である。

流動資産対固定資産の百分率で、公営企業においては、固定資
産の額が大であるため、この比率は小となる。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望
ましいとされているが、公営企業のように膨大な設備の取得を企業
債に依存する企業では必然的にこの比率は大となる。

固定資産の調達が資本と固定負債の範囲内で行われているかど
うかを示すもので、100％以下であることを要する。

×100

×100

×100

資産額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流
動資産の額が小であるため、この率は必然的に大となる。
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３０年度 ２９年度 ２８年度

（注）上記の算式において用いた用語は次のとおりである。

　　１　総資産＝固定資産＋流動資産＋繰延資産

　　２　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　３　総資本＝資本＋負債

　　４　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　６　平均＝１／２　（期首＋期末）

単位
年度比較 ２９年度給水人口５

万人以上10万人未
満都市の全国平均

回
　
転
　
率

回

回

回

％

0.09

0.32

5.0

3.5

0.10固 定 資 産 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

減 価 償 却 率

項　　　　目

営 業 収 支 比 率

利 子 負 担 率

収
　
益
　
率

そ
の
他

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率

％

％

0.08

0.32

4.7

3.3

1.9

132.7

116.9

0.7

％

％

109.9

1.5

0.09

0.33

5.2

3.6

2.0

131.5

114.7

1.8

1.6

125.0

2.0

1.1

112.1

0.69

7.0

4.1

102.4
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　　分　析　比　率　表　　（　２　）

当年度純利益

平均総資本

総 収 益

総 費 用

損益計算書が示す借入資本利子と貸借対照表に示された企業債
とを比較することにより利子率を計算したものである。

説　　　　　明

営業費用－受託工事費用

営業収益－受託工事収益

×100

×100

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用
度を表すものである。固定資産投資が過剰かどうかを見るのに重
んじられる。

流動資産が１年間で何回転したがを表すものである。
営業収益－受託工事収益

平均流動資産

×100

未収金が１年間で何回転したがを表すものである。

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものである。

企業の投下された資本の総額とそれによってもたらされた利益とを
比較したものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

算　　　　　式

支払利息及び企業債取扱諸費

企業債

営業収益－受託工事収益

平均固定資産

×100

期末償却資産＋当年度減価償却額
×100

営業収益－受託工事収益

平均未収金

当年度減価償却額
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下 水 道 事 業 会 計 

１ 事業の概要 

（１）建設改良事業の状況 
    当年度の下水道管渠布設及び布設替工事及び舗装復旧は、下水道事業等により次

のとおり実施しました。 
   ・管渠布設３，６８９．７ｍ ・舗装復旧３００．２ｍ 
   ・鉄蓋交換２６箇所    ・汚水枡設置６箇所   ・管口可とう化１９箇所 
 （２）業務状況 
    当年度の業務状況は次表のとおりです。 
  

区  分 ３０年度 ２９年度 比較増減 対前年度比

供 用 開 始 公 示

区 域 内 人 口
(人) 53,940 54,089 △149 99.7

普  及  率 (％) 96.8 96.8 0.0 100.0
下水道接続人口 (人) 53,323 53,476 △153 99.7
水 洗 化 率 (%) 95.7 95.7 0.0 100.0
年 間 処 理 水 量 ( ) 10,032,309 9,534,578 497,731 105.2
年 間 有 収 水 量 ( ) 7,291,186 7,212,794 78,392 101.1
有  収  率 (％) 72.7 75.6 △2.9 96.2
職  員  数 (人) 9 9 0 100.0

① 当年度の供用開始区域内人口は５３，９４０人、普及率９６．８％で、前年度と

比較して１４９人の減少、普及率については、増減はありませんでした。 
② 当年度の下水道接続人口は５３，３２３人で、前年度に比較して１５３人（０．

３％）の減少となっています。 
③ 当年度の年間処理水量は１０，０３２，３０９ で、前年度に比較して、４９７，

７３１ （５．０％）増加しています。 
④  当年度の年間有収水量は７，２９１，１８６ で、前年度に比較して７８，３

９２ （１．１％）増加となっています。 
⑤ 当年度の有収率は７２．７％で、前年度に比較して２．９ポイント減少していま

す。 
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２ 予算の執行状況 

 （１）収益的収入及び支出（消費税含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
 
 収益的収入                           （単位 円：％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に

比べ決算額 
の 増 減

決算額

の予算

額に対

する比

金 額 
構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

下水道事業収益 2,306,916,000 100.0 2,390,220,453 100.0 83,304,453 103.6
 営 業 収 益  1,385,066,000 60.0 1,427,228,174 60.0 42,162,174 103.0
 営 業 外 収 益  921,850,000 40.0 962,992,279 40.0 41,142,279 104.5
 特 別 収 益  0 － 0 － 0 －

 
 収益的支出                           （単位 円：％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
不 用 額 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

下水道事業費用 2,007,671,000 100.0 1,959,497,481 100.0 48,173,519 97.6
 営 業 費 用 1,762,272,000 87.8 1,715,390,009 87.5 46,881,991 97.3
 営業外費用 245,399,000 12.2 244,107,472 12.5 1,291,528 99.5
 特 別 損 失 0 0.0 0  0.0 0 －

      
下水道事業収益は、予算額に対して８３，３０４，４５３円の増加となっているが

これは主に営業収益の増によるものです。 
   下水道事業費用は、予算額に対して４８，１７３，５１９円の不用額を生じている

が、これは主に営業費用の減によるものです。 
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 （２）資本的収入及び支出（消費税を含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
資本的収入                           （単位 円：％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的収入 510,997,000 100.0 443,847,452 100.0 △67,149,548 86.9
 企 業 債 280,900,000 55.0 214,800,000 48.4 △66,100,000 76.5
 補 助 金 216,735,000 42.4 205,135,000 46.2 △11,600,000 94.6
 負 担 金 13,362,000 2.6 23,912,452 5.4 10,550,452 55.9

 
資本的支出                          （単位 円：％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 

決算額の予

算額に対す

る比 
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的支出 1,847,385,000 100.0 1,704,434,910 100.0 127,105,200 15,844,890 92.3
 建設改良費 626,521,000 33.9 483,571,452 28.4 127,105,200 15,844,348 77.2
 企業債償還金 1,220,864,000 66.1 1,220,863,458 71.6 0 542 100.0
      

資本的収入は、予算額に対して６７，１４９，５４８円の減少となっているが、これ

は主に企業債の減によるものです。 
資本的支出は、予算に対して１５，８４４，３４８円の不用額を生じているが、これ

は主に建設改良費の減によるものです。 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額１，２６０，５８７，４５８円は、損益勘

定留保資金１，０８８，０８７，４５８円、減債積立金１５４，１１４，６２３円及び

消費税資本的収支調整額１８，３８５，３７７円で補填されています。 
 
３ 経営成績（消費税抜） 

  当年度における総収益は２，２８８，１２４千円となっており、総費用の１，８７

５，７８６千円を差引いた純利益は、４１２,３３８千円で、前年度と比較すると３７,
０６６千円増加している。 
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（１）収 益 
  ① 営業収益は１，３２４，８９６，６４９円で、主なものは下水道使用料１，２

８０，１２５，４２８円となっています。 
    なお、令和元年５月３１日における平成３０年度分の収納率は９８．６％とな

っています。 
  ② 営業外収益は９６３，２２７,２９５円で、主なものは他会計補助金６３８，０

６６，２１１円となっています。 
 
（２）費 用 
  ① 営業費用は１，６７５，８５３，８００円で、主なものは減価償却費１，０９

９，０５２，７４８円、流域下水道維持管理費負担金４２４，６９９，３２３円、

管渠費８２，３３８，６０４円となっています。 
  ② 営業外費用は１９９，９３２，５４９円で、主なものは支払利息１８１，５９

６，２７２円となっています。 
   
   費用を性質別に区分すると次表のとおりです。 
                                （単位 円：％） 

項 目 
３０年度 ２９年度 

比較増減 
前年度

対 比金 額 
構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

職 員 給 与 費 38,005,116 2.0 68,478,532 3.6 △30,473,416 55.5
光 熱 水 費 5,259,416 0.3 5,125,930 0.3 133,486 102.6
通 信 運 搬 費 2,356,684 0.1 2,311,540 0.1 45,144 101.9
委 託 料 27,861,938 1.5 29,167,677 1.5 △1,305,739 95.5
賃 借 料 2,344,467 0.1 1,653,970 0.1 690,497 141.7
修 繕 費 18,402,877 1.0 21,795,682 1.1 △3,392,805 84.4
路 面 復 旧 費 2,428,800 0.1 5,985,650 0.3 △3,556,850 40.6
材 料 費 7,800,000 0.4 7,696,000 0.4 104,000 101.3
報 償 費 2,971,240 0.2 2,084,840 0.1 886,400 142.5
負 担 金 25,535,177 1.4 24,147,346 1.3 1,387,831 105.7
流域下水道維持

管理費負担金
424,699,323 22.6 417,883,493 21.9 6,815,830 101.6

補 助 金

及 び 交 付 金
5,544,321 0.3 2,486,048 0.1 3,058,273 223.0

減 価 償 却 費 1,099,052,748 58.6 1,095,799,938 57.4 3,252,810 100.3
固定資産除却費 4,540,191 0.2 400,959 0.0 4,139,232 1132.3
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企 業 債 利 息 181,596,272 9.7 207,070,766 10.8 △25,474,494 87.7
その他物件費 27,387,779 1.5 18,899,969 1.0 4,881,970 134.8
特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0
合 計 1,875,786,349 100.0 1,910,988,340 100.0 △35,201,991 98.2

 
    費用の性質別構成比を見ると、前年度と同じく減価償却費の５８．６％が最も

高く、次いで流域下水道維持管理費負担金２２．６％、企業債利息９．７％の順

になっています。 
 
    経営の効率性の推移は次のとおりです。 
 

            年度 
区分 

30 年度 29 年度 28 年度 
全国 
平均 

処理人口１人当たりの維持管理（円／人） 11,076 11,364 10,940 10,957
処理人口１人当たりの資本費 （円／人） 24,102 24,371 24,891 15,914
処理人口１人当たりの管理運営（円／人） 35,178 35,735 35,832 26,871
汚 水 処 理 人 口     （人） 53,323 53,476 53,546 －

（注） 全国平均とは、平成２９年度下水道事業経営指標から茅野市と同じ規模の下水

道事業の全国平均をいいます。（以下同じ） 
 
（３）損益に関する比率 
   損益に関する比率の推移は次表のとおりです。 

（単位 ％） 
区  分 算   式 30 年度 29 年度 28 年度

総資本利益率
当 年 度 純 利 益  

×100 1.1 1.1 1.2
平 均 総 資 本 

総収支比率
総 収 益 

×100 122.0 119.6 121.3
総 費 用 

営業収支比率
営業収益－受託工事収益 

×100 79.1 77.5 77.3
営業費用－受託工事費用 

 
  ① 総資本利益率は１．１％です。この比率は、企業の収益性を示すもので、指数

が高いほどよいとされています。 
  ② 総収支比率は１２２．０％となっています。 
  ③ 営業収支比率は７９．１％となっています。 
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（４）有 収 率 
   有収率の推移は次表のとおりです。 

（単位 ％） 
区  分 ３０年度 ２９年度 ２８年度 ２７年度 ２６年度 
茅 野 市 72.7 75.6 75.4 75.7 74.5
全国平均 － － 79.9 79.8 78.1
 
有収率は７２．７％で、前年より２．９ポイント減少しました。この比率は、下

水道使用料として徴収される水量の割合を表すもので、高いほどよいとされていま

す。 
 

（５）使用料単価と汚水処理原価 
   使用料単価と汚水処理原価の推移は次表のとおりです。 
 

       年度 
区分 

３０年度 ２９年度 ２８年度 

 
１  当 た り 使 用 料 単 価

 円 銭 
175.57 

 円 銭 
17.51 

円 銭
174.26

１ 当たり汚水処理原価 125.73 128.60 126.20
１  当 た り 人 件 費 5.21 9.49 9.71
１  当 た り 資 本 費 175.64 180.63 185.38
１ 当たりその他の経費 76.41 74.82 72.44
１  当 た り 赤 字 額 △49.84 △46.91 △48.06

（注） １ 使 用 料 単 価＝ 
下水道使用料  

年間総有収水量  

     ２ 汚水処理原価＝ 
汚水処理費  

年間有収水量  

     ３ 資 本 費＝ 
減価償却費等＋企業債利息  

年間有収水量  
 
   有収水量１ 当たりの使用料単価は１７５円５７銭、これに対する汚水処理原価

は１２５円７３銭で、４９円８４銭の赤字となっています。 
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４ 財政状況 

（１）資 産 
   当年度末における資産の総額は、３１，３３４，６５７，９７２円です。 

① 固定資産は２９，８２９，１７０，３５１円で、有形固定資産２７，４９１，

１４０，２９８円及び無形固定資産２，３３８，０３０，０５３円です。 
② 流動資産合計は１，５０５，４８７，６２１円で、内訳は現金預金１，０８４，

００５，３４５円、未収金３７５，９４４，５８６円、貸倒引当金２，１００，

０００円、前払金が４７,６３７,６９０円となっています。 
   
 
    未収金の内訳は次表のとおりです。 
                                （単位 円） 

区分 
年度 

下水道料金 受益者負担金 その他 計 

過年度分 37,909,762 1,720,710 0 39,630,472
当年度分 167,193,424 54,150 169,066,540 336,314,114

計 205,103,186 1,774,860 169,066,540 375,944,586
 
   なお、未収金３７５，９４４，５８６円は、このうち下水道料金の未収額は２０

５，１０３，１８６円となっています。 
   下水道料金の当年度の消滅時効等による不納欠損処分額は下水道使用料が、９９

０,５９１円で２２８件と受益者負担金１，０１１，１８７円で１４２件となってい

ます。 
 
（２）負債及び資本 
   当年度末における負債及び資本の合計は３１，３３４，６５７，９７２円で、負

債２１，８４０，５４０,１０４円、資本９，４９４，１１７，８６８円となってい

ます。 
① 固定負債１２，７０５,８４９,６７１円で、企業債は１,１９４,５８５,３１９円、

退職給与引当金は１２９，６１３，１０２円です。 
② 流動負債は１，４５７，０８７，６７４円で、企業債は１，１９４，５８５，

３１９円、未払金は２５４，０１６，３５５円、引当金合計で８,４８６,０００

円となっています。 
③ 資本金は８，７４７，８４４，７４４円で、全額自己資本金です。 

 ④ 剰余金は７４６，２７３，１２４円で、資本剰余金は６８，９１１，２９６円、

利益剰余金は６７７，３６１，８２８円です。 
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 （３）財務比率 
   財務比率の推移は次表のとおりです。 

（単位 ％） 
区 分 算    式 30 年度 29 年度 28 年度 全国平均

自 己 資 本  
構 成 比 率  

自己資本 
×100 30.3 28.4 26.8 60.7

総 資 本  

固 定 比 率
固定資産 

×100 314.2 335.2 357.8 －
自己資本 

固定資産対

長期資本比率

固定資産 
×100 96.0 96.1 96.1 101.9

資本金＋剰余金＋負債 

流 動 比 率
流動資産 

×100 103.3 101.5 101.3 －
流動負債 

当 座 比 率  
現金預金＋未収金 

×100 100.2 101.6 101.4 －
流動負債 

 
① 自己資本構成比率は３０．３％です。この比率は、大きいほど経営の安全性が

高いとされています。 
② 固定比率は３１４．２％です。この比率は一般に１００%以下が望ましいとさ

れていますが、公営企業のような膨大な設備の取得を企業債に依存する企業で

は必然的にこの比率は大となります。 
③ 固定資産対長期資本比率は９６．０％です。この比率は、固定資産の調達が資

本金、剰余金及び固定負債の範囲で行われているかどうかを示すもので、１０

０％以下であることが理想とされています。 
④ 流動比率は１０３．３％、当座比率は１００．２％です。この比率は、企業の

支払い能力を示すものであり、流動比率は２００％以上、当座比率は１００％

以上が理想とされています。 
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５ むすび 

平成３０年度は、前年に比べ下水道接続人口は減少したものの、営業収益では 14, 
575,774 円の増収となっています。 下水道使用料及び受益者負担金等の未収金は、

現年度分及び過年度分で、206,878,046 円であり、前年度に対して 751,012 円減少し

ています。これは早期収納に努力しているほか、厳正なる滞納処分体制を構築した結

果であり、今後とも引き続き厳正なる収納に尽力されたい。 
 効率的な事業運営を進めるとともに、下水道管の耐震化及び長寿命化に配慮した整

備を積極的に推進されることを要望します。 
水は有限の資源であり、公共水域の水質改善と、異常気象の対策として、下水道施

設の確保が必須課題であると考えます。特に近年の震災を尊い教訓として、管渠施設

等の耐震化を図られるとともに、長期視点に立った施設等の整備を積極的に進められ

たい。 



３０年度 ２９年度 ２８年度
項　　　　目 単位

年度比較

構
　
成
　
比
　
率

％

％

％

％

％

95.2

4.8

42.8

4.73

28.4

固 定 資 産 構 成 比 率

流 動 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

当 座 比 率

現 金 比 率

総 資 本 回 転 率

自 己 資 本 回 転 率

財
　
務
　
比
　
率

回
　
転
　
率

流動資産対固定資産比率

固 定 比 率

固定資産対長期資本比率

流 動 比 率

％

％

％

％

％

％

回

回

95.2

4.8

40.5

4.65

30.3

5.0

314.2

96.0

103.3

100.2

74.4

0.04

0.14 0.16

5.0

335.2

96.1

101.5

101.6
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82.6

0.04

0.16

95.9

4.1

45.5

4.05

26.8

4.3

357.8

96.1

101.3

101.4

85.4

0.04
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　　分　析　比　率　表　　（　１　）

固定資産

総 資 産

流動資産

総 資 産

流動負債

総 資 産

自己資本

総 資 本

流動資産

固定資産

固定資産

自己資産

×100

資本金＋剰余金＋負債（企業債）＋繰延収益

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

流動比率は、１年以内に現金化できる資産と１年以内に返済すべ
き負債とを比較するもので、短期支払い能力を判定するために利
用される。指数は100％以上であることが必要であり、100％未満で
あれば不良債権が発生していることになる。

流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と流動負債とを対比させたもので、短期債務に対する支払
い能力を表している。

平均自己資本

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払い能力をみ
るために流動比率や当座比率とともに計算されるのが通例である。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表
すものである。したがってこの率は高い方が良い。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用
度を表すものである。

平均総資本

営業収益－受託工事収益

算　　　　　式

現金預金＋未 収 金

流　動　負　債

営業収益－受託工事収益

×100

×100

×100

×100

×100

固　定　資　産

×100

固定資産の調達が資本と固定負債の範囲内で行われているかど
うかを示すもので、100％以下であることを要する。

×100

×100

×100

資産額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流
動資産の額が小であるため、この比率は必然的に大となる。

資産額に対する流動資産の百分率で、公営企業においては、固
定資産の額が大であるため、この比率は必然的に小となる。

説　　　　　明

固定負債＋借入資本

総　資　本

×100

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業の場
合は、設備拡張を全面的に企業債に依存しているので、この比率
が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、小さいほど健全
である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この比率は大き
いほど健全である。

流動資産対固定資産の百分率で、公営企業においては、固定資
産の額が大であるため、この比率は小となる。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望
ましいとされているが、公営企業のように膨大な設備の取得を企業
債に依存する企業では必然的にこの比率は大となる。
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３０年度 ２９年度 ２８年度

（注）上記の算式において用いた用語は次のとおりである。

　　１　総資産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　２　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　３　総資本＝資本＋負債

　　４　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　６　平均＝１／２　（期首＋期末）

単位
年度比較

回
　
転
　
率

回

回

回

％

0.04

0.91

5.3

3.5

固 定 資 産 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

減 価 償 却 率

項　　　　目

営 業 収 支 比 率

利 子 負 担 率

収
　
益
　
率

そ
の
他

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率

％

％

0.04

0.87

4.0

3.6

1.3

122.0

79.1

1.3

％

％

77.5

1.4

0.04

0.96

5.5

3.4

1.3

121.3

77.3

1.5

1.2

119.6
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　　分　析　比　率　表　　（　２　）

当年度純利益

平均総資本

総 収 益

総 費 用

損益計算書が示す借入資本利子と貸借対照表に示された企業債
とを比較することにより利子率を計算したものである。

説　　　　　明

営業費用－受託工事費用

営業収益－受託工事収益

×100

×100

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用
度を表すものである。固定資産投資が過剰かどうかを見るのに重
んじられる。

流動資産が１年間で何回転したがを表すものである。
営業収益－受託工事収益

平均流動資産

×100

未収金が１年間で何回転したがを表すものである。

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものである。

企業の投下された資本の総額とそれによってもたらされた利益とを
比較したものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

算　　　　　式

支払利息及び企業債取扱諸費

企　業　債

営業収益－受託工事収益

平均固定資産

×100

期末償却資産＋当年度減価償却額
×100

営業収益－受託工事収益

平均未収金

当年度減価償却額
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　下　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,324,896,649 57.9 1,310,320,875 56.3 14,575,774 101.1 102.4 101.3

下水道使用料 1,280,125,428 55.9 1,265,893,731 55.4 14,231,697 101.1 102.4 101.3

他会計負担金 43,798,789 1.9 43,255,059 1.9 543,730 101.3 101.4 100.1

その他営業収益 972,432 0.1 1,172,085 0.1 △ 199,653 83.0 108.7 131.0

963,227,295 42.1 975,939,930 42.7 △ 12,712,635 98.7 93.2 94.4

受取利息及び
配 当 金

3,189,280 0.1 3,394,640 0.1 △ 205,360 94.0 25.5 27.1

他会計補助金 638,066,211 27.9 691,783,941 30.3 △ 53,717,730 92.2 87.2 94.5

他会計負担金 4,594,811 0.2 4,227,312 0.2 367,499 108.7 102.2 94.0

長期前受金戻入 285,398,429 12.5 264,362,855 11.6 21,035,574 108.0 112.1 103.8

雑 収 益 31,978,564 1.4 12,171,182 0.5 19,807,382 262.7 106.7 40.6

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

2,288,123,944 100.0 2,286,260,805 99.0 1,863,139 100.1 99.4 101.1

すう勢比率

３０年
度

２９年
度

合 計

平成３０年度 平成２９年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,675,853,800 89.3 1,689,689,308 88.4 △ 13,835,508 99.2 100.2 101.0

管 渠 費 82,338,604 4.4 89,432,054 4.7 △ 7,093,450 92.1 94.4 102.5

流域下水道維持
管 理 費 負 担 金

424,699,323 22.6 417,883,493 21.9 6,815,830 101.6 105.2 103.5

普 及 指 導 費 13,805,201 0.7 11,315,272 0.6 2,489,929 122.0 132.9 109.0

業 務 費 11,991,613 0.6 9,337,443 0.5 2,654,170 128.4 139.6 108.7

総 係 費 39,426,120 2.1 65,520,149 3.4 △ 26,094,029 60.2 60.3 100.2

減 価 償 却 費 1,099,052,748 58.6 1,095,799,938 57.3 3,252,810 100.3 100.4 100.1

資 産 減 耗 費 4,540,191 0.2 400,959 0.0 4,139,232 1,132.3 136.2 12.0

199,932,549 10.7 221,299,032 12.8 △ 21,366,483 90.3 81.4 90.1

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

181,596,272 9.7 207,070,766 12.3 △ 25,474,494 87.7 77.2 88.0

雑 支 出 18,336,277 1.0 14,228,266 0.5 4,108,011 128.9 176.9 137.3

0 0.0 0 0.0 0 － － －

小 計 1,875,786,349 100.0 1,910,988,340 100.0 △ 35,201,991 98.2 97.8 99.6

412,337,595 ― 375,272,465 ― 37,065,130 109.9 100.9 91.8

2,288,123,944 ― 2,286,260,805 ― 1,863,139 98.3 99.4 101.1

（注）すう勢比率は、平成２８年度を１００とした。

　　　　　　　　区　分

　科　目

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用

平成３０年度 平成２９年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

３０年度 ２９年度

営 業 費 用

営 業 外 費 用

合 計

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

-105-



　下　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

29,829,170,351 95.2 30,424,352,627 95.2 △ 595,182,276 98.0 95.8 95.2

有形固定資産 27,491,140,298 87.7 27,976,057,005 87.5 △ 484,916,707 98.3 96.2 87.5

土 地 72,450,796 0.2 66,902,687 0.2 5,548,109 108.3 92.3 0.2

建 物 22,384,013 0.1 24,046,664 0.1 △ 1,662,651 93.1 87.1 0.1

構 築 物 26,743,141,054 85.3 27,554,720,656 86.2 △ 811,579,602 97.1 95.0 86.2

機械及び装置 253,136,913 0.8 289,970,418 0.9 △ 36,833,505 87.3 77.0 0.9

工具器具及び備品 3,946,531 0.0 1,037,270 0.0 2,909,261 380.5 3,255.0 0.0

建 設 仮 勘 定 395,500,275 1.3 38,630,000 0.1 356,870,275 1,023.8 0.0 0.1

無形固定資産 2,338,030,053 7.5 2,448,295,622 7.7 △ 110,265,569 95.5 91.3 7.7

施 設 利 用 権 2,338,030,053 7.5 2,448,295,622 7.7 △ 110,265,569 95.5 91.3 7.7

車両及び運搬具 580,716 0.0 749,310 0.0 △ 168,594 77.5 0.0 0.0

1,505,487,621 4.8 1,535,415,642 4.8 △ 29,928,021 98.1 113.0 4.8

現 金 預 金 1,084,005,345 3.5 1,249,044,784 3.9 △ 165,039,439 86.8 96.4 3.9

未 収 金 373,844,586 1.2 286,363,168 0.9 87,481,418 130.5 179.1 0.9

前 払 金 47,637,690 0.1 7,690 0.0 47,630,000 619,475.8 0.0 0.0

31,334,657,972 100.0 31,959,768,269 100.0 △ 625,110,297 98.0 96.5 98.4

すう勢比率

30年度 29年度

合 計

平成30年度 平成29年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

固 定 資 産

流 動 資 産
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比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

12,705,849,671 40.6 13,691,497,898 42.8 △ 985,648,227 92.8 86.0 92.7

企 業 債 12,576,236,569 40.2 13,556,021,888 42.4 △ 979,785,319 92.8 85.8 92.5

引 当 金 129,613,102 0.4 135,476,010 0.4 △ 5,862,908 95.7 123.0 128.6

1,457,087,674 4.6 1,513,012,453 4.7 △ 55,924,779 96.3 110.7 115.0

企 業 債 1,194,585,319 3.8 1,220,863,458 3.8 △ 26,278,139 97.8 94.6 96.7

未 払 金 254,016,355 0.8 282,973,293 0.9 △ 28,956,938 89.8 616.3 686.6

引 当 金 8,486,000 0.0 7,018,000 0.0 1,468,000 120.9 80.6 66.7

その他流動負債 0 0.0 2,157,702 0.0 △ 2,157,702 0.0 0.0 100.0

7,677,602,759 24.5 7,679,025,754 24.0 △ 1,422,995 100.0 99.9 100.0

（ 負 債 合 計 ） 21,840,540,104 69.7 22,883,536,105 71.6 △ 1,042,996,001 95.4 91.9 96.3

8,747,844,744 27.9 8,292,720,875 25.9 455,123,869 105.5 111.8 106.0

自 己 資 本 金 8,747,844,744 27.9 8,292,720,875 25.9 455,123,869 105.5 111.8 106.0

借 入 資 本 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

企 業 債 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

他会計借入金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

746,273,124 2.4 783,511,289 2.5 △ 37,238,165 95.2 85.0 89.3

資 本 剰 余 金 68,911,296 0.2 63,363,187 0.2 5,548,109 108.8 108.8 100.0

受託者負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

工 事 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

国 庫 補 助 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

他会計補助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

受贈財産評価額 68,911,296 0.2 63,363,187 0.2 5,548,109 108.8 108.8 100.0

利 益 剰 余 金 677,361,828 2.2 720,148,102 2.3 △ 42,786,274 94.1 13.6 88.4

減 債 積 立 金 110,909,610 0.4 154,114,623 0.5 △ 43,205,013 72.0 58.1 80.8

建設改良積立金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

当年度未処分 566,452,218 1.8 566,033,479 1.8 418,739 100.1 90.8 90.8

（ 資 本 合 計 ） 9,494,117,868 30.3 9,076,232,164 28.4 417,885,704 104.6 109.1 104.3

31,334,657,972 100.0 31,959,768,269 100.0 △ 625,110,297 98.0 96.5 98.4

（注）すう勢比率は、平成２８年度を１００とした。

固 定 負 債

合 計

流 動 負 債

資 本 金

剰 余 金

繰　延　収　益

　　　　　　　　区　分

　科　目

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

平成３０年度 平成２９年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

30年度 29年度
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　下　水　道　事　業

平成３０年度 平成２９年度

人 53,323 53,476

戸 20,579 20,292

 10,032,309 9,534,578

 7,291,186 7,212,794

％ 72.7 75.6

 27,486 26,122

 19,976 19,761

円／ 125.73 128.60

円／ 175.57 175.51

円／月 3,061 3,061

一 般 家 庭 用  ／日 15,966 15,933

工 場 用  ／日 3,797 3,706

そ の 他  ／日 213 122

計  ／日 19,976 19,761

ｋｍ 4.22 0.44

年　　度　　比　　率　

年 間 １ 日 平 均 処 理 水 量

年 間 １ 日 平 均 有 収 水 量

汚 水 処 理 原 価

現 在 水 洗 人 口

水 洗 戸 数

年間処理水量　　（Ａ）

年間有収水量　　（Ｂ）

項　　　　目 単位

　　　　　　　　　　　　　　  ５
　　　　　　　　９
　　　　　　　　　　　　　　　４

人
　　　　　　　　　　　　　　 5
　　　　　　　  ９
　　　　　　　　　　　　　　 ４

有　　収　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

使 用 料 単 価

家 庭 用 ２ ０  当 た り 料 金

用
途
別
有
収
水
量

管 渠 延 長

　　　　　　　　　　　　損益勘定
職　　員　　数
　　　　　　　　　　　　資本勘定
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業　務　実　績　表

平成２８年度

％ ％ ％

53,546 99.7 99.6 99.9 年度末現在

20,063 101.4 102.6 101.1 　　　〃

9,507,658 105.2 105.5 100.3 年　度　額

7,171,592 101.1 101.7 100.6 　　　〃

75.4 96.1 96.4 100.3 　　　〃

26,048 105.2 105.5 100.3

19,648 101.1 101.7 100.6

126.20 97.8 99.6 101.9

1.98 100.0 100.8 100.7

3,061 100.0 100.0 100.0

15,932 100.2 100.2 100.0 年　度　額

3,473 102.5 109.3 106.7 　　　〃

243 174.6 87.7 50.2 　　　〃

19,648 101.1 101.7 100.6 　　　〃

12.3 964.7 34.2 3.5

　　　　（注）　すう勢比率は、２８年度を１００とした。

　　　　　　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　9
　　　　　　　　　　　　　　　4

100.0 年度末現在100.0100.0

前年度対比 備　　　考
すう勢比率

３０年度 ２９年度
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元監第１８号 

令和元年(2019 年)8 月 26 日 

 

 茅野市長 今井  敦 様 

 

茅野市監査委員 樋 口 繁 次 

                      同    両 角 博 一 

                      同    長 田 近 夫 

 

 

   平成３０年度茅野市一般会計等決算に基づく健全化判断 

比率等審査意見について（報告） 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第

１項の規定により、審査に付された平成３０年度茅野市一般会計等決算に基づ

く健全化判断比率及び資金不足比率を審査したので、意見を付して報告します。 
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平成３０年度健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 

第１ 審  査  対  象 

１ 健全化判断比率（法第３条第１項） 

 （１）実質赤字比率 
（２）連結実質赤字比率 
（３）実質公債費比率 
（４）将来負担比率 

２ 資金不足比率（法第２２条第１項） 

第２ 審 査 実 施 日 

 令和元年８月５日 
  
第３ 審 査 の 方 法 及 び 概 要 

 この健全化判断比率及び資金不足比率の審査は、市長から提出された健全化判断比率

及び資金不足比率並びに各比率算定様式及び算定の基礎となる事項を記載した書類が

適正に作成されているか審査するとともに、各比率が適正な水準にある事について確認

しました。 
第４ 審 査 の 結 果 

  以下に記載する意見は、３人の監査委員の合議により決定したものです。 
１ 総合意見 

  審査に付された下記、健全化判断比率及び資金不足比率並びに各比率算定様式及び算

定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められ

ます 
記 

 

比 率 名 ３０年度(％) 
早期健全化基準（％）

(⑤は経営健全化基準） 
備考

健

全

化 
判

断

比

率 

①実質赤字比率 ― 12.71  

②連結実質赤字比率 ― 17.71  

③実質公債費比率 7.9 25.0  

④将来負担比率 62.7 350.0  

⑤資金不足比率 

水道事業会計 ― 

20.0

 
下水道事業会計 ― 
国保診療所特別会計 ― 
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２ 個別意見 

 ① 実質赤字比率について 
   平成３０年度は対象となる普通会計（一般会計）の実質収支額が７７１，９９８千

円の黒字となっており、実質赤字比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
 ② 連結実質赤字比率について 
   平成３０年度は対象となる普通会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別

会計、水道事業会計、下水道事業会計及び国民健康保険診療所特別会計における実質

収支額及び資金不足額・資金剰余額の合計額は、５，８２７，７０３千円の黒字とな

っており、連結実質赤字比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
③ 実質公債費比率について 

     平成３０年度実質公債費比率は７．９％となっており、早期健全化基準の２５．０％

と比較すると、これを下回っており、健全な水準にあると判断します。 
 ④ 将来負担比率について 
   平成３０年度の将来負担比率は６２．７％となっており、早期健全化基準の３５０．

０％と比較すると、これを下回っており、妥当な水準であると判断します。 
 ⑤ 資金不足比率について 
   平成３０年度は比率の算出対象となる水道事業会計、下水道事業会計及び国民健康

保険診療所特別会計の３会計は、それぞれ資金不足を生じておらず剰余金を計上して

おり、資金不足比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
 
３ 是正改善を要する事項等 

  今回実施した平成３０年度の健全化判断比率及び資金不足比率の審査においては、審

査対象である全ての比率について早期健全化基準等の判断値をクリアしており、茅野市

の財政は、この比率の範囲内においては、良好な状態にあるものと考えます。 
  殊に、将来負担率は、平成３０年度は、地方債の発行額より償還額の方が多かったこ

とによる減少や、諏訪広域公立大学事務組合への負担金の支出により、６２．７％とな

り、対前年２５.１％の改善となっています。 
  今後の社会情勢は先行き不透明な状況にあることから、引続き実質公債比率・将来負

担比率等の健全性比率の維持、向上に意を払い、将来展望に立った財政運営に努めてい

ただきたいと思います。 
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実質公債費比率 
   平成３０年度は７．９％で前年度より０．９ポイント減少しています。実質公債費比率

の推移は次表のとおりです。 
 
 

 
 
 
 
（参考）１ 実質公債費比率は、平成１７年度から導入された指標で、従来の起債制限比率の

算定には対象とされなかった公営企業会計の公債費に充当した繰出金や、一部事務

組合の公債費に係る負担金等を含め、「実質的な公債費」が「標準的な財政規模」に

占める割合を示したものです。 
      比率が２５％以上になると、早期健全化団体となります。 
    ２ 類似都市の平成２９年度平均実質公債費比率は７．２％です。 
 
 
 
 
 
 
 
 

11.9 11.7 11.3

9.8 8.7

8.6

9.0

9.3

8.8

7.9

0

2

4

6

8

10

12

14

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

実質公債費比率

(年度)
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将来負担比率 
 平成３０年度は６２．７％で、前年度より２５．１ポイント減少しています。従来負担

比率の推移は次表のとおりです。 
 
 
 

 

 
 
 
（参考）１ 将来負担比率は、平成１９年度から導入された指標で、一般会計が将来負担

すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。 
      一般会計等の借入金（地方債）、公営企業、広域連合、一部事務組合、及び出

資法人に対して将来を支払っていく可能性のある負担金を現時点での残高を

指標化したものです。 
      比率が３５０％以上になると、早期健全化団体となります。 
    ２ 類似都市の平成２９年度平均将来負担率は３１．３％です。 
 

111.7

101.5
99.5

116.1

110.5

98.4 96.8

87.8

62.7
60
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90

100
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将来負担比率


